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用語の定義 
 
・大火 
明確な基準はないが、本研究では基準として内閣府「防災白書」1)に記載されている基準
である「建物の焼損面積が 3万 3,000m2（１万坪）以上の火災」を採用する。 
 
・防災生活圏 
延焼遮断帯に囲まれた圏域。火を出さない、もらわないという視点から、市街地を一定の
ブロック に区切り、隣接するブロックへ火災が燃え広がらないようにすることで大規模な
市街地火災を防止する狙いがある。防災生活圏は、日常の生活範囲を踏まえ、おおむね小学
校区程度の広さの区域としている。 
 
・延焼遮断帯 
地震に伴う市街地火災の延焼を阻止する機能を果たす道路、河川、鉄道、公園等の都市施
設及びこれらと近接する耐火建築物等により構成される帯状の不燃空間。震災時の避難経
路、救援活動時の輸送ネットワークなどの機能も担う。 
 
・整備地域 
 木造住宅密集地域を中心にした、震災時に特に甚大な被害が想定される地域 
 
・重点整備地域 
整備地域の内、特に改善を必要としている地区 
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 序論 
 本章では、まず近年の日本における地震・火災被害や地震火災対策について述べ、市街地
の延焼危険性評価に関する既往研究の分析を行った後、本研究の目的、仮説、方法、構成を
示す。 
 
 
1-1 研究背景 
1-1-1 近年の日本における地震被害 
日本は地球を覆っている十数枚プレートのうち 4 枚のプレートの境界線に位置しており、
太平洋プレートあるいはフィリピン海プレートの日本列島下への活発な沈み込みは、日本
近海において度々巨大地震を発生させている。日本は世界的に見て地震が多い国であり、世
界におけるマグニチュード 6.0 以上の地震の 20%以上は日本周辺で発生している（図 1-1）。 
 
 
（内閣府「平成 22 年版 防災白書」1）より引用） 
図 1-1 マグニチュード 6.0 以上の地震回数 
 
 
表 1-1は日本において平成7年以降に死者が発生した地震の被害をまとめたものである。
直近では平成 30 年 9 月 6 日に発生した北海道胆振東部地震による被害（死者 41 人）があ
るが、人的被害の規模で見ると平成 7 年 7 月 12 日に発生した兵庫県南部地震（以下、「阪
神・淡路大震災」という）の死者 6,434 人と、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太
平洋沖地震（以下、「東日本大震災」という）の死者 19,667 人の二つの被害が群を抜いて大
きい。 
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表 1-1 平成 7 年以降の死者が発生した地震 
 
※M：マグニチュード、死：死者数、不：行方不明者数、負：負傷者数 
（気象庁「日本付近で発生した主な地震被害」2)より抜粋） 
 
  
発生年月日 震央地名・地震名 M 最大震度 人的被害
兵庫県南部
兵庫県南部地震
平成12年（2000年） 7月30日 三宅島近海 6.5 ６弱
平成12年（2000年） 7月15日 新島・神津島近海 6.3 ６弱
平成12年（2000年） 7月 1日 新島・神津島近海 6.5 ６弱
安芸灘
平成13年(2001年)　芸予地震
釧路沖〔十勝沖〕
平成15年（2003年）十勝沖地震
新潟県中越地方
平成16年（2004年）新潟県中越地震
平成17年（2005年） 3月20日 福岡県西方沖〔福岡県北西沖〕 7 ６弱 死 1　負 1,204
能登半島沖
平成19年（2007年）能登半島地震
新潟県上中越沖
平成19年（2007年）新潟県中越沖地震
岩手県内陸南部
平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地震
平成21年（2009年） 8月11日 駿河湾 6.5 ６弱 死 1　負 319
三陸沖 9
平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震
平成23年（2011年） 3月12日 長野県・新潟県県境付近 6.7 ６強 死 3 　負 55
平成23年（2011年） 4月 7日 宮城県沖 7.2 ６強 死 4 　負 296
平成23年（2011年） 4月11日 福島県浜通り 7 ６弱 死 4　負 10
平成23年（2011年） 6月30日 長野県中部 5.4 ５強 死 1 　負 17
平成24年（2012年）3月14日 千葉県東方沖 6.1 ５強 死 1 　負 1
熊本県熊本地方など
平成28年（2016年）熊本地震
平成30年（2018年）6月18日 大阪府北部 6.1 ６弱 死 6　負 443
胆振地方中東部
平成30年北海道胆振東部地震
平成23年（2011年） 3月11日
平成20年（2008年） 6月14日
平成28年（2016年）4月14日～ 77.3
平成13年（2001年） 3月24日 6.7 ６弱
平成16年（2004年）10月23日 6.8 7
平成15年（2003年） 9月26日 8 ６弱
６強6.9平成19年（2007年）3月25日 死 1　負 356
平成19年（2007年）7月16日
平成20年（2008年） 7月24日
死 272　負 2,808
平成30年（2018年）9月6日 6.7
６強6.8
死 17　不明 6　負 426
死 15　負 2,346
６弱6.8岩手県沿岸北部
死 1　負 15
7
死 2　負 288
死 68　負 4,805
死 41　負 749
死　19,667　不明　2,566　負　6,231
7
６強7.2
死 1　負 211
平成7年（1995年） 7月12日 7.3 7 死 6,434　不明 3　負 43,792
死 1　不明 1　負 849
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1-1-2 日本における火災被害 
 日本は古くから伝統的な木造建築が多く、火災による被害を度々経験してきた。表 1-2 は
昭和 21 年以降に死者が発生した大火における被害をまとめたものである。死者数に着目す
ると、平成 7 年に発生した阪神・淡路大震災によって発生した大火による死者数（合計 234
人）が群を抜いて大きく、次いで昭和 29 年に発生した北海道における岩内大火（死者数 33
人）となる。日本における大火被害は多数発生しているが、平成 7 年に発生した兵庫県神戸
市における大火は阪神・淡路大震災に起因するものであり、直近で地震を原因としない大火
は昭和 51 年に発生した山形県酒田市の大火までさかのぼる。平成 28 年に発生した新潟県
糸魚川市大規模火災（以下、「糸魚川火災」という）は記憶に新しいが、この火災は焼損面
積が 30,412 ㎡であり、大火の基準に達しておらず、また死者も発生していない 3)。 
一方、大火に認定されていないが、東日本大震災を起因とする火災は 330 件発生してお
り、焼損面積の合計は 146,167 ㎡で、7 人の死者が発生している 4)5)。以上のことから近年
の日本において甚大な被害を及ぼす危険性が高い火災は地震を起因とするものであり、地
震火災対策を行うことは喫緊の課題であると言える。 
 
 
表 1-2 昭和 21 年以降の死者が発生した大火 
 
（総務省消防庁「平成 29 年版 消防白書」6)より抜粋） 
  
1 新潟県村松町 昭和21年 （1946年） 2 59 1,337 135,231
2 北海道三笠町 22年 2 4 488 40,260
3 北海道喜茂別村 23年 （1948年） 1 2 180 35,805
4 秋田県能代市 24年 （1949年） 3 874 2,238 210,411
5 北海道古平町 24年 2 52 721 103,274
6 長野県上松村 25年 18 153 615 85,000
7 鳥取県鳥取市 27年 （1952年） 3 3,963 7,240 449,295
8 北海道岩内町 29年 （1954年） 33 551 3,299 321,311
9 秋田県大館市 30年 （1955年） 1 20 345 38,211
10 新潟県新潟市 30年 1 275 892 214,447
11 福井県芦原市 31年 1 349 737 72,498
12 富山県魚津市 31年 5 170 1,677 175,966
13 岩手県新里町 （三陸大火） 36年 （1961年） 5 97 1,062 53,047
14 山形県酒田市 51年 （1976年） 1 1,003 1,774 152,105
15 兵庫県神戸市長田区 平成7年 （1995年） 8 − 441 75,840
16 兵庫県神戸市長田区 7年 60 − 750 57,459
17 兵庫県神戸市長田区 7年 73 − 996 89,099
18 兵庫県神戸市兵庫区 7年 40 − 699 94,787
19 兵庫県神戸市長田区 7年 48 − 1,130 142,945
20 兵庫県神戸市長田区 7年 5 − 404 72,295
番号
焼損面積
（㎡）
焼損棟数負傷者数死者数出火年出火場所
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1-1-3 阪神・淡路大震災の被害概要 
 阪神・淡路大震災は三大都市圏の１つである大阪圏で起きた首都直下地震であり、特に震
源に近い神戸市市街地を中心に死者 6,434 人の甚大な被害をもたらした（表 1-3）。地震に
よる直接的な被害に加えて、阪神・淡路大震災では 293 件の火災が同時多発的に発生し、
その被害は焼損床面積 835,858 ㎡、焼損棟数 7,574 棟に及んだ 7)。 
 
 
表 1-3 阪神・淡路大震災 被害概要 
   
（総務省消防庁「阪神・淡路大震災について（確定報）」7)より抜粋） 
 
 
 
 
 
  
6,434人
3人
43,792人
104,906棟
144,274棟
390,506棟
639,686棟
1,579棟
40,917棟
269件
9件
15件
293件
835,858㎡
7,036棟
96棟
333棟
109棟
7,574棟
負傷者
焼損棟数
全焼
半焼
部分焼
ぼや
合計
人的被害 行方不明者
住家被害
全壊
半壊
非住家
建物火災
車両火災
その他火災
火災件数
火災件数
焼損床面積
一部破損
合計
公共建物
その他
死者
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1-1-4 東京都における首都直下地震被害想定 
 内閣府地震調査研究推進本部の平成 16 年の発表によると、今後 30 年以内の南関東にお
けるマグニチュード 7 程度の地震の発生確率は 70%程度となっており、高い確率で発生す
ることが予測されている 8)。この結果と阪神・淡路大震災、東日本大震災の教訓を踏まえ、
東京都では首都直下地震等による被害想定を公表している 9)。被害想定の内、震源として首
都直下地震を想定したものは東京湾北部地震（マグニチュード 7.3）と多摩直下地震（マグ
ニチュード 7.3）の 2 パターンであるが、そこからさらに時間帯や風速を考慮した 6 パター
ンを設定し、2 パターン×6 パターンの計 12 パターンの想定を行っている。被害が最も大
きい東京湾北部地震（M7.3）の主な被害を表 1-4 に示す。被害が最大となるシチュエーシ
ョンは冬の夕方 18 時、風速 8m/秒のパターンで、死者数は阪神・淡路大震災を超える 9,641
人に上る。特筆すべきは地震火災による被害で、出火件数は阪神・淡路大震災の 3 倍近い
811 件、死者数は全体の 4 割を超える 4,081 人が想定されている。この死者数は阪神・淡路
大震災の大火による死者数（234 人）や東日本大震災の火災による死者数（7 人）を大きく
上回る。また建物被害も全体の 304,300 棟に対して、地震火災による被害は 201,249 棟と
約 2/3 を占める。図 1-2 はこのパターンにおける焼失棟数の分布を 250m メッシュ毎に示
したものである。この図から、特別区において特に都心外周部の山手線外側から環状 7 号
線通り沿いに焼失棟数が多く、区別で見ると南部の大田区、品川区、西部の杉並区、東部の
足立区及び葛飾区で多いことが分かる。首都直下地震が発生すると、火災による被害が広範
囲に及ぶことが想定されている。 
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表 1-4 東京湾北部地震 
 
（東京都総務局「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」9)より引用） 
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図 1-2 東京湾北部地震における焼失棟数分布（冬 18 時 風速 8m/s） 
（東京都総務局「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」9)より引用） 
 
 
 
1-1-5 東京都の地震火災対策 
 東京の地震火災対策は防災都市づくり推進計画 10)を骨子として進められている。主な要
素は、避難場所等の確保、延焼遮断帯と防災生活圏の形成、安全で良質な市街地の形成（市
街地不燃化）、の 3 つである。 
東京の地震火災対策を歴史的にみると、これまで都市全体の不燃化一辺倒であった東京
都の防災対策に、昭和 46 年の大都市震災対策推進要綱 11)によって、避難地・避難路の確保
を行うべしとの新たな考え方が示された。その後、昭和 55 年の都市防災不燃化促進事業や
昭和 56 年の都市防災施設基本計画 12)により、避難地・避難路周辺の建築物の不燃化、延焼
遮断帯及び防災生活圏の形成など、計画的な整備による都市防災化が図られた。そして、木
造密集市街地の整備としては、昭和 53 年に住環境改善モデル事業、昭和 57 年に木造賃貸
住宅地区総合整備事業が創設された。主な内容は、前者は公共投資によるコミュニティ住宅
建設で、後者は住民による建て替え促進に対する助成である。それぞれ昭和 40 年代から 50
年代にかけて始まったこれらの防災都市づくりの要素を包括したものが、防災都市づくり
推進計画である。 
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表 1-5 はこの計画の整備目標をまとめたものである。避難場所整備の現状は、平成 25 年
時点で避難面積が不足している避難場所や避難距離が 3km 以上となる避難圏域数はそれぞ
れ 1 箇所と 3 箇所であり（表 1-6）、その整備を進めるとともに避難場所が少ない地域での
避難場所の新規指定・拡大を促進している（図 1-3）。 
 
表 1-5 防災都市づくり推進計画の整備目標 
 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より抜粋） 
 
表 1-6 避難有効面積が不足している避難場所等の状況 
 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
 
 
図 1-3 指定避難場所 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
項目 平成32年度まで 平成37年度まで
避難場所
避難有効面積が不足する避難場所を解消
避難距離が3km以上となる避難圏域を解消
避難場所等の新規・拡大の指定を促進
延焼遮断帯 特定整備路線　全線整備
骨格防災軸形成率　 98％
整備地域内の延焼遮断帯形成率　75％
不燃化 重点整備地域の不燃領域率　70％以上 整備地域の不燃領域率　70％以上
整備目標
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 図 1-4 は延焼遮断帯を図示したものであり、表 1-7 は延焼遮断帯の形成状況を示したも
のである。平成 26 年時点での骨格防災軸の形成率は 95%であり、整備地域内の延焼遮断
帯の形成率は 62%である。整備目標として平成 37 年までに骨格防災軸の形成率 98%、整
備地域内の延焼遮断帯の形成率 75%が掲げられている。 
 
 
 
 
図 1-4 延焼遮断帯 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
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表 1-7 延焼遮断帯の形成状況 
 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
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図 1-5 は整備地域・重点整備地域を図示したものであり、表 1-8 は 23 区と整備地域・重
点整備地域の不燃領域率の状況をまとめたものである。平成 23 年時点での不燃領域率は 23
区で 70.4%、整備地域で 58.8%、重点整備地域で 58.7%となっている。整備目標として平成
32 年までに重点整備地域の不燃領域率 70%以上、平成 37 年までに整備地域の不燃領域率
70%以上が掲げられている。 
 
 
 
図 1-5 整備地域・重点整備地域 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
 
 
表 1-8 不燃領域率の状況 
 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
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1-2 市街地の延焼危険性評価手法と既往研究 
 市街地の延焼危険性評価手法として、前述の防災都市づくり推進計画の整備目標として
も使われている不燃領域率がある。これは地区内における一定規模以上の道路や公園等の
空地面積と、地区内の全建築面積に対する耐火建築物等の建築面積の比率から算定される、
地区面積に対する不燃化面積の割合である。その地区の燃え広がりにくさを表し、不燃領域
率の定義は次式のとおりである。 
 
不燃領域率＝空地率＋（１－空地率）×不燃化率 
 
※空地率＝空地面積／地区面積 
※空地面積＝①＋② 
【東京都方式】 
①短辺もしくは直径 10m 以上で、かつ面積が 100 ㎡以上の水面、鉄道敷、公園、運動場、
学校、一団の施設等の面積 
 ②幅員 6m 以上の道路面積 
※不燃化率＝（耐火造建物建築面積＋準耐火造建物建築面積×0.8）／全建物建築面積 
 
 図 1-6 は不燃領域率と市街地の焼失率の関係を表したグラフである。不燃領域率が上が
ると市街地の焼失率が減少し、想定出火率ρの大きさによって差はあるが、不燃領域率が概
ね 30%を超えたあたりから焼失率が急激に下がり始め、70%を超えると焼失率はほぼ 0 と
なる。 
 
 
図 1-6 不燃領域率と焼失率の関係 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
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 しかし、齋藤ら（1999）13)は、不燃領域率は 1977～1981 年に行われた建設省総合技術
開発プロジェクト「都市防火対策手法の開発 14)」において提案されたもので、現在の市街
地の実情を十分反映しているとは言えない上、100ha 前後という比較的大規模な地域の延
焼力を示す指標であり、数 ha～数 10ha のいわゆる「防災まちづくり」のための指標では
ない、という指摘をしている。さらに加藤ら(1999)15)は、不燃領域率を基準とした整備計
画は裸木造建築や防火木造建築等の可燃建物率を下げることに帰着するが、それに加えて
建物密度や延焼限界距離、建物配置を変えることも整備計画の内容として意味があること
を示している。 
 建物密度や延焼限界距離を考慮した、つまり街路やオープンスペース等の地区レベルの
空間特性を加味した延焼危険性評価手法として、延焼シミュレーションがある。延焼シミ
ュレーションには様々な手法があるが、東京の地震火災における延焼を対象としたものと
しては、東京消防庁の東京都の地震時における地域別延焼危険度測定 16)（以下、「地域別
延焼危険度測定」という）があげられる。これは 250m メッシュ内に 1 件の建物火災が発
生した場合の 6 時間後の平均的な延焼面積と、メッシュ内の出火可能性を考慮して危険度
のランクとして評価したものであり、平成 28 年に公表された結果が図 1-7 である。区部
西部である杉並区や豊島区に延焼危険度の高いメッシュが多く存在しているのが分かる。 
 
 
 
図 1-7 地域別延焼危険度測定 平成 28 年 
（東京消防庁：「東京都の地震時における地域別延焼危険度測定（第 9 回）」16) 
より引用） 
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 延焼シミュレーション以外の空間特性を考慮した地区レベルでの詳細な延焼危険性評価
手法としては、国土交通省の総合技術開発プロジェクト 17)（以下、「防災総プロ」という）
によって示された延焼クラスタという考え方がある。これは建物構造毎に延焼限界距離を
設定し、延焼限界距離が重なり合う建物群をその範囲内から出火すると全て燃え尽きる建
物群（延焼クラスタ）として評価し、その大きさによって危険性を評価するものである。 
 延焼シミュレーションに関する先行研究は、より現実に即したモデルの開発が多く、過去
の大火データを基にした浜田式（1951）18)をはじめ数多くのモデルが提案されてきた。前述
した地域危険度測定は第 2 回までは浜田式が使われていたが、第 3 回からは東消式という
新たなモデルが使用され、現在の東消式 2001 に至るまで改良が重ねられてきた。別のモデ
ルとしては、樋本ら（2006）19)は延焼の拡大を物理的知見に基づく定式化を試み、他の建物
火災の熱的な影響下における個々の建物火災の燃焼性状を予測することにより市街地全体
の火災性状を予測するモデルを開発した。また、モデルの開発以外の研究としては、加藤ら
（2001）20)は防災まちづくり施策の代替案を 4 パターン用意し、各パターンに対して延焼
シミュレーションを行うことにより代替案評価を行った。 
 延焼クラスタの先行研究に関しては、この評価手法が比較的新しいということもあり、そ
の研究数も限られている。その中でも加藤ら（2006）21)は、防災総プロの延焼クラスタの考
え方を発展させ、延焼限界距離に風速・風向と対複数棟の延焼を考慮したモデルを提案し、
さらに延焼クラスタの出火確率から各建物の焼失率の算定を行い、それを日本全国レベル
の広域スケールで行った。また渋木ら（2016）22)は延焼クラスタの生成過程を時系列で捉
え、延焼クラスタが生成される前ならば通行が可能であるという避難限界時間という考え
方を示し、避難場所までの避難リスクを避難限界時間の確率分布によって評価した。 
延焼シミュレーションや延焼クラスタによる延焼危険性評価は現状の市街地に対して行
うことが多い。しかし、これらの手法を過去の市街地に対して行うことで、延焼危険性が高
まっている地域や減少している地域などを抽出することができる。また、これまでの延焼危
険性評価手法として主に使われてきた不燃領域率との比較を過去に遡って行うことにより、
延焼クラスタと不燃領域率の評価特性の差異を検証することができ、都市防災を進める上
で有意義であると考えられる。 
しかし、延焼シミュレーションに関する研究で過去の市街地に対して行ったものは地域
別延焼危険度測定（昭和 49 年から概ね 5 年毎に実施）しか存在しないが、地域別延焼危険
度測定のモデルは改良が重ねられており、モデルが変わっているデータの危険度は単純に
比較することはできない。また現在のモデルを使って過去の市街地に対して延焼シミュレ
ーションで評価をすることは膨大な時間がかかり、時間的な制約から実現は難しい。 
延焼クラスタに関する研究は絶対数が少なく、過去の市街地の延焼危険性を延焼クラス
タによって評価した研究は存在しないが、延焼シミュレーションと比べて簡便な手法であ
り、過去の市街地に対して評価を行うことは実現可能であると考えられる。 
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1-3 研究目的 
 研究背景と先行研究から、東京の地震火災対策は喫緊の課題であるが、不燃領域率による
延焼危険性評価だけでは現在の市街地状況を適切に評価しているとは言い難く、空間特性
を考慮した延焼クラスタの評価を加えることによって、より精緻な延焼危険性評価ができ
ると考えられる。また、これまで延焼危険性評価手法として主に使われてきた不燃領域率と
延焼クラスタの評価比較を過去に遡って行うことにより、不燃領域率が低い時期から改善
されていく時期において、延焼クラスではどのような延焼危険性評価になるかの検証を行
うことができる。 
 そこで本研究では、東京都の昭和 61 年から平成 28 年までの市街地の延焼危険性評価を
延焼クラスタによって行い、不燃領域率との比較を行う。次に、延焼クラスタを使った新し
い評価手法として、防災都市づくり推進計画における防災生活圏の形成状況の評価手法を
提案する。最後に、従来の延焼危険性評価手法では検出されなかった延焼危険性が高い地域
の検証を行う。 
 以上を踏まえ、本研究の目的を「不燃領域率が低い時期から高くなる時期にかけて、不燃
領域率と延焼クラスタによる延焼危険性評価の差異を検証することにより延焼クラスタの
評価特性を把握し、延焼クラスタを活用することにより従来の評価手法では検出されなか
った新たな延焼危険性が高い地域を検証すること」とする。 
 
 
 
1-4 研究対象地域 
 本研究の対象地域は、東京都において建築物が密集している地域であり、防災まちづくり
推進計画における整備地域・重点整備地域が含まれている東京都区部とする。 
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1-5 研究仮説 
 本研究の仮説は以下のとおりである。 
 
①不燃領域率が低い時期から改善されていく時期において、どの時期においても延焼クラ
スタによる延焼危険性評価の方がより精緻に市街地を評価するため、延焼危険性が不燃
領域率より高く評価される傾向にある。 
 
②延焼クラスタの活用により、今まで行われてこなかった防災都市づくり推進計画におけ
る防災生活圏の形成状況評価を行うことができる。 
 
③従来の評価手法では延焼危険性が低い地域であっても、延焼クラスタによる評価では延
焼危険性が高い地域は多数存在する。 
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1-6 研究方法と研究構成 
 本研究の流れを図 1-8 に示す。 
 第 2 章では都市整備局の土地利用現況調査による建物データを使用して延焼クラスタデ
ータを作成し、東京都区部の昭和 61 年から平成 28 年までの延焼クラスタの分布状況を明
らかにする。第 3 章では東京消防庁の市街地状況調査データを使用して不燃領域率データ
を作成し、不燃領域率と延焼クラスタによる延焼危険性評価の比較を行い、それぞれの手法
の評価特性を把握する。第 4 章では延焼クラスタを活用し、防災都市づくり推進計画の新
しい評価手法である防災生活圏評価手法を提案する。第 5 章では延焼クラスタを活用し、
従来の防災性能評価手法では検出されなかった地震火災対策を行うべき地域の検証を行う。
第 6 章では、各章のまとめとそれらを踏まえた結論を述べ、今後の課題を整理する。 
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2 延焼クラスタ分布状況の把握 
 第 1 章で示したとおり、過去の市街地に対する延焼クラスタによる延焼危険性評価は行
われていない。よって本章では、まず延焼クラスタによる延焼危険性評価の基準を設定した
後に、昭和 61 年から平成 28 年までの区部における、5 年毎の延焼クラスタ分布状況の把
握を行う。 
 
 
2-1 延焼クラスタ作成方法 
2-1-1 使用するデータ 
 延焼クラスタデータを作成するため、都市計画に関する基礎調査の１つである、土地利用
の現況と変化の動向を把握するために概ね 5 年に一度実施されている東京都都市整備局に
よる土地利用現況調査データを使用した。土地利用現況調査データの内、昭和 61 年、平成
3 年、平成 8 年、平成 13 年、平成 18 年、平成 23 年、平成 28 年の建物データを使用した。 
 
2-1-2 延焼クラスタ距離計算式 
延焼クラスタは建物の構造ごとに延焼クラスタ距離を設定した後、延焼クラスタ距離と
隣棟間隔を比較し、延焼クラスタ距離内（延焼クラスタ距離＞隣棟間隔）で連続して存在す
る建物群は一体となって延焼が及ぶという考え方に基づいている。図 2-1 にそのイメージ
を示す。 
 
図 2-1 延焼クラスタ イメージ図 
（東京消防庁：「第 19 期火災予防審議会答申：減災目標を達成するため木造住宅密集地
域において緊急に実施すべき震災対策」23)より引用） 
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延焼クラスタ距離の計算式は、加藤らが提案した計算式 21)が風向なども考慮してあり、
より現実に即していると考えられるが、今回は過去の市街地に対して複数回計算を行う時
間的負担を考慮し、より簡便な計算式である東京消防庁が平成 23 年に提案したものを採用
する 23)。延焼クラスタ距離の計算式は以下のとおりである。 
 
 
延焼クラスタ距離＝延焼限界距離×延焼拡大係数×1／2 
 
 
・延焼限界距離 
木造：12×（a／10）0.422m 
防火造：6×（a／10）0.322m 
準耐火造：3×（a／10）0.181m 
耐火造：0m 
※a＝建物の一辺長さであるが、建築面積の平方根で代用 
 
・延焼拡大係数 
1.5 
（＝集団火災による火災拡大の効果を考慮し、延焼限界距離にかける一律の倍数） 
 
 
 
この計算式によって求められた延焼クラスタ距離を各建物の周囲にとり、その範囲が重
なり合うものが一つの延焼クラスタとなる。 
なお、建築基準法の改正により、準耐火造の区分が誕生したのは平成 8 年以降のデータ
であるが、平成 3 年及び昭和 61 年のデータに関しては簡易耐火造を準耐火造として扱っ
た。 
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2-1-3 GIS を活用した延焼クラスタ作成手順 
東京都区部における延焼クラスタ分布状況を把握するために、ArcGIS を使用して延焼ク
ラスタデータを作成した。以下に延焼クラスタ作成手順を示す。 
 
①建物データを GIS 上に取り込み、地図上に建物データを表示する（図 2-2） 
②延焼クラスタ距離の計算式を各建築物に適用し、建築物毎の延焼クラスタ距離データを
付与する 
③各建築物の周囲に延焼クラスタ距離のバッファデータを作成する（図 2-3） 
④重なり合うバッファデータをディゾルブにより結合し、延焼クラスタデータを作成する 
（図 2-4） 
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図 2-2 建物データ 
 
図 2-3 バッファデータ 
 
 
図 2-4 延焼クラスタデータ 
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 作成した延焼クラスタデータに対して、延焼クラスタ内に含まれている建築物棟数によ
ってランク付けを行った。延焼クラスタ内に含まれる建築物棟数が多いほど延焼範囲と出
火確率は増大し、延焼危険性は高くなる。何棟以上が含まれると危険なクラスタであるとい
う基準はないが、本研究では総務省の消防白書 1)に記載されている大火の基準である焼失面
積 33,000 ㎡以上を参考に基準を作成した。まず平成 28 年に発生した糸魚川火災の焼失床
面積が 30,412 ㎡と大火の基準に近く、焼失棟数が 147 棟 3)であったことから、150 棟以上
が含まれる延焼クラスタを「危険クラスタ」と定義した。 
次に危険クラスタをさらにランク付けするために、加藤ら 21)が示した延焼クラスタ焼失
確率の計算式を基に、東京消防庁の火災予防審議会 24)で示された、震度 6 強・冬の夕方
18 時における住宅の出火確率=0.00048 の場合の延焼クラスタ内棟数別焼失確率を計算し
た。延焼クラスタは、クラスタ内から 1 件以上出火があるとき、そのクラスタ内の建物は
すべて焼失するという建物群である。つまり延焼クラスタの焼失確率 P は、延焼クラスタ
内の建物全てが出火しない確率を 1 から減じた確率に等しい。クラスタを構成する建物を
n 棟とすると、延焼クラスタ焼失確率 P は以下のようになる。 
 
 
延焼クラスタ焼失確率 P = 1 − (1 − 0.00048)𝑛 
 
 
この式を用いて延焼クラスタ内棟数別焼失率を求めたグラフが図 2-5 である。このグラフ
を参考に、延焼クラスタの焼失確率が概ね 20%、40%、70%となる棟数を設定した。表 
2-1 に焼失確率に対応した延焼クラスタ内棟数を示し、これに基づく延焼クラスタ危険度
ランクを表 2-2 に示した。この危険度ランクを基準に延焼クラスタ分布状況の把握を行
う。 
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図 2-5 延焼クラスタ内棟数別焼失確率 
 
 
 
表 2-1 延焼クラスタ内棟数別焼失確率 
 
 
 
 
表 2-2 危険クラスタ危険度ランク 
 
 
 
  
延焼クラスタ内棟数 焼失確率
150 6.9%
500 21.3%
1000 38.1%
2500 69.9%
危険クラスタ内棟数 危険度ランク
150 - 500棟 1
501 - 1000棟 2
1001 - 2500棟 3
2501棟以上 4
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2-2 危険クラスタ分布状況 
2-2-1 昭和 61 年における危険クラスタ分布状況 
図 2-6 は、昭和 61 年における危険クラスタ分布を表した図である。図 2-7 は昭和 61 年
の 23 区別及び区部全体でのランク別危険クラスタ割合を表したグラフである。 
区部面積における危険クラスタ割合は 30.2%で、その内訳はランク 4 が 14.8%、ランク
3 が 6.4%、ランク 2 が 3.6%、ランク 1 が 5.4%となっている。危険度ランク 4 の延焼クラ
スタが広範囲に分布していることが分かった。 
表 2-3 は、昭和 61 年における危険度ランク 4 の危険クラスタ面積割合を 23 区で順位付
けしたものである。危険度ランク 4 クラスタ割合が 10%を超える区は 13 であり、区部の半
分以上が高い焼失危険性を持っていたことが分かった。特に中野区、杉並区では 30%を超
えており、もしこの時期に大規模な地震火災が発生していた場合、甚大な被害を受けていた
ことが推測できる。また、港区、千代田区、中央区の都心 3 区には危険度ランク 4 クラスタ
は存在しない。 
 
 
 
 
図 2-6 危険クラスタ分布図 昭和 61 年 
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図 2-7 23 区別危険クラスタ割合 昭和 61 年 
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表 2-3 危険度ランク 4 クラスタ割合順位 昭和 61 年 
 
 
 
 
 
 
 
  
順位 区名 割合
1 中野区 38.9%
2 杉並区 35.8%
3 目黒区 28.8%
4 豊島区 28.2%
5 品川区 26.5%
6 大田区 22.2%
7 世田谷区 20.9%
8 荒川区 19.3%
9 練馬区 17.5%
10 墨田区 16.6%
11 板橋区 15.2%
12 葛飾区 14.2%
13 北区 10.8%
14 江戸川区 7.8%
15 足立区 6.7%
16 渋谷区 5.6%
17 台東区 4.9%
18 新宿区 1.9%
19 文京区 1.7%
20 江東区 0.9%
21 港区 0.0%
21 千代田区 0.0%
21 中央区 0.0%
参考：区部全体 14.8%
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2-2-2 平成 3 年における危険クラスタ分布状況 
 図 2-8 は平成 3 年における危険クラスタ分布を表した図である。図 2-9 は平成 3 年の 23
区別及び区部全体でのランク別危険クラスタ割合を表したグラフである。 
区部面積における危険クラスタ割合は 29.0%（前年比－1.2 ポイント）で、その内訳はラ
ンク 4 が 13.1%（前年比－4.4 ポイント）、ランク 3 が 6.8%（前年比＋0.4 ポイント）、ラン
ク 2 が 3.9%（前年比＋0.3 ポイント）、ランク 1 が 5.2%（前年比－0.2 ポイント）となって
いる。昭和 61 年に引き続き、危険度ランク 4 の延焼クラスタが広範囲に分布していること
が分かった。 
表 2-4 は、平成 3 年における危険度ランク 4 クラスタ割合を 23 区で順位付けしたもの
である。危険度ランク 4 クラスタ割合が 10%を超える区は 12 であった。前回の 10%以上
の区の中で、今回は葛飾区が 8.3%まで減少したことによって一つ減っているが、引き続き
区部の半分以上が高い焼失危険性を持っていたことが分かった。一方、30%超えであった中
野区は前回比－9.2 ポイントと大きく改善しており、30%超えの区は杉並区のみとなった。
また、引き続き港区、千代田区、中央区の都心 3 区には危険度ランク 4 クラスタは存在し
ない。 
 
 
 
図 2-8 危険クラスタ分布図 平成 3 年 
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図 2-9 23 区別危険クラスタ割合 平成 3 年 
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表 2-4 危険度ランク 4 クラスタ割合順位 平成 3 年 
 
 
  
順位 区名 割合 前回からの増減
1 杉並区 32.4% -3.5ポイント
2 中野区 29.7% -9.2ポイント
3 目黒区 26.0% -2.8ポイント
4 豊島区 25.9% -2.3ポイント
5 大田区 24.7% 2.5ポイント
6 品川区 21.1% -5.4ポイント
7 世田谷区 17.3% -3.6ポイント
8 荒川区 15.5% -3.8ポイント
9 板橋区 14.5% -0.7ポイント
10 練馬区 13.1% -4.4ポイント
11 北区 12.6% 1.8ポイント
12 墨田区 12.0% -4.7ポイント
13 江戸川区 8.8% 1.0ポイント
14 葛飾区 8.3% -5.9ポイント
15 足立区 6.4% -0.3ポイント
16 渋谷区 5.4% -0.2ポイント
17 台東区 5.2% 0.2ポイント
18 文京区 1.7% 増減なし
19 江東区 0.9% 増減なし
20 新宿区 0.8% -1.1ポイント
21 港区 0.0% 増減なし
21 千代田区 0.0% 増減なし
21 中央区 0.0% 増減なし
参考：区部全体 13.1% -1.7ポイント
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2-2-3 平成 8 年における危険クラスタ分布状況 
 図 2-10 は平成 8 年における危険クラスタ分布を表した図である。図 2-11 は平成 8 年の
23 区別及び区部全体でのランク別危険クラスタ割合を表したグラフである。 
区部面積における危険クラスタ割合は 24.3%（前年比－4.7 ポイント）で、その内訳はラ
ンク 4 が 8.7%（前年比－4.4 ポイント）、ランク 3 が 5.5%（前年比＋0.3 ポイント）、ラン
ク 2 が 4.3%（前年比＋0.4 ポイント）、ランク 1 が 5.7%（前年比＋0.5 ポイント）となって
いる。平成 3 年に南西部に密集していた危険度ランク 4 の延焼クラスタが減少してきたこ
とが分かる。 
表 2-5 は、平成 8 年における危険度ランク 4 クラスタ割合を 23 区で順位付けしたもの
である。危険度ランク 4 クラスタ割合が 10%を超える区は 9 であった。前回の 10%以上の
区の中で、今回は練馬区、墨田区、北区が 10%以下まで減少し、10%を超える区は全体の半
分以下となった。さらに唯一の 30%超えであった杉並区は前回比－6.8 ポイントと大きく改
善しており、他の区においても大田区の－13.8 ポイントをはじめ大幅に改善されており、
この時期において危険度ランク 4 クラスタの分割が大きく進んだことが分かった。また、
新宿区から危険度ランク 4 クラスタがなくなり、危険度ランク 4 クラスタが存在しない区
は港区、千代田区、中央区、新宿区の 4 区となった。 
 
 
 
図 2-10 危険クラスタ分布図 平成 8 年 
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図 2-11 23 区別危険クラスタ割合 平成 8 年 
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表 2-5 危険度ランク 4 クラスタ割合順位 平成 8 年 
 
  
順位 区名 割合 前回からの増減
1 杉並区 25.6% -6.8ポイント
2 中野区 21.5% -8.2ポイント
3 豊島区 18.2% -7.7ポイント
4 荒川区 18.0% 2.5ポイント
5 品川区 16.3% -4.8ポイント
6 目黒区 14.3% -11.7ポイント
7 世田谷区 11.3% -6.0ポイント
8 大田区 10.9% -13.8ポイント
9 板橋区 10.1% -4.5ポイント
10 練馬区 9.9% -3.2ポイント
11 墨田区 9.5% -2.5ポイント
12 北区 7.9% -4.7ポイント
13 足立区 6.0% -0.4ポイント
14 台東区 5.1% -0.1ポイント
15 渋谷区 4.4% -1.0ポイント
16 江戸川区 3.3% -5.5ポイント
17 葛飾区 3.0% -5.2ポイント
18 文京区 1.3% -0.4ポイント
19 江東区 0.9% 増減なし
20 新宿区 0.0% -0.8ポイント
20 港区 0.0% 増減なし
20 千代田区 0.0% 増減なし
20 中央区 0.0% 増減なし
参考：区部全体 8.7% -4.4ポイント
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2-2-4 平成 13 年における危険クラスタ分布状況 
 図 2-12 は平成 13 年における危険クラスタ分布を表した図である。図 2-13 は平成 13 年
の 23 区別及び区部全体でのランク別危険クラスタ割合を表したグラフである。 
区部面積における危険クラスタ割合は 23.6%（前年比－0.7 ポイント）で、その内訳はラ
ンク 4 が 8.0%（前年比－0.7 ポイント）、ランク 3 が 6.1%（前年比＋0.6 ポイント）、ラン
ク 2 が 3.4%（前年比－0.9 ポイント）、ランク 1 が 6.1%（前年比＋0.4 ポイント）となって
いる。この時期から区部全体の傾向は緩やかな減少になる。 
表 2-6 は、平成 13 年における危険度ランク 4 クラスタ割合を 23 区で順位付けしたもの
である。危険度ランク 4 クラスタ割合が 10%を超える区は 7 であった。前回の 10%以上の
区の中で、今回は荒川区、世田谷区、大田区、板橋区が 10%以下まで減少したが、練馬区と
墨田区が再び 10%を超えてきたので前回からの減少は差し引きで 2 であった。全体の傾向
として、荒川区においては－11.2 ポイントと大幅に改善されているが、前回からプラスに
なっている区も多数存在し、この時期は地域によって危険度ランク 4 クラスタの増減に差
があったことが分かった。また、引き続き危険度ランク 4 クラスタが存在しない区は港区、
千代田区、中央区、新宿区の 4 区であった。 
 
 
 
図 2-12 危険クラスタ分布図 平成 13 年 
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図 2-13 23 区別危険クラスタ割合 平成 13 年 
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表 2-6 危険度ランク 4 クラスタ割合順位 平成 13 年 
 
 
  
順位 区名 割合 前回からの増減
1 杉並区 27.8% 2.3ポイント
2 豊島区 20.2% 2.0ポイント
3 中野区 18.3% -3.2ポイント
4 目黒区 15.8% 1.6ポイント
5 品川区 14.9% -1.3ポイント
6 練馬区 11.7% 1.8ポイント
7 墨田区 10.7% 1.2ポイント
8 北区 9.0% 1.1ポイント
9 世田谷区 8.6% -2.7ポイント
10 大田区 8.1% -2.9ポイント
11 荒川区 6.9% -11.2ポイント
12 板橋区 5.3% -4.8ポイント
13 足立区 5.2% -0.8ポイント
14 台東区 4.8% -0.3ポイント
15 渋谷区 3.9% -0.5ポイント
16 江戸川区 3.8% 0.5ポイント
17 葛飾区 2.9% -0.2ポイント
18 文京区 1.3% 増減なし
19 江東区 0.8% 増減なし
20 新宿区 0.0% 増減なし
20 港区 0.0% 増減なし
20 千代田区 0.0% 増減なし
20 中央区 0.0% 増減なし
参考：区部全体 8.0% -0.7ポイント
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2-2-5 平成 18 年における危険クラスタ分布状況 
 図 2-14 は平成 18 年における危険クラスタ分布を表した図である。図 2-15 は平成 18 年
の 23 区別及び区部全体でのランク別危険クラスタ割合を表したグラフである。 
区部面積における危険クラスタ割合は 23.1%（前年比－0.5 ポイント）で、その内訳はラ
ンク 4 が 7.5%（前年比－0.5 ポイント）、ランク 3 が 6.1%（前年比±0 ポイント）、ランク
2 が 3.8%（前年比＋0.4 ポイント）、ランク 1 が 5.6%（前年比－0.5 ポイント）となってい
る。前回から引き続き、区部全体の傾向は緩やかな減少になる。 
表 2-7 は、平成 18 年における危険度ランク 4 クラスタ割合を 23 区で順位付けしたもの
である。危険度ランク 4 クラスタ割合が 10%を超える区は 7 であった。前回と数に変わり
はないが、墨田区が 10%以下まで下がり、大田区が 10%以上まで上がったことで入れ替わ
りがあった。また、今回も引き続き、区によって危険度ランク 4 クラスタの増減に差があっ
た。危険度ランク 4 が存在しない区にも変化はなく、港区、千代田区、中央区、新宿区の 4
区であった。 
 
 
 
 
図 2-14 危険クラスタ分布図 平成 18 年 
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図 2-15 23 区別危険クラスタ割合 平成 18 年 
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表 2-7 危険度ランク 4 クラスタ割合順位 平成 18 年 
 
  
順位 区名 割合 前回からの増減
1 杉並区 29.1% 1.2ポイント
2 豊島区 18.1% -2.1ポイント
3 中野区 16.6% -1.7ポイント
4 品川区 13.5% -1.5ポイント
5 練馬区 13.1% 1.3ポイント
6 目黒区 11.3% -4.5ポイント
7 大田区 10.1% 2.1ポイント
8 墨田区 8.7% -2.1ポイント
9 世田谷区 7.1% -1.5ポイント
10 荒川区 6.7% -0.2ポイント
11 北区 6.5% -2.5ポイント
12 台東区 4.8% 増減なし
13 板橋区 4.6% -0.7ポイント
14 足立区 4.3% -0.9ポイント
15 江戸川区 2.7% -1.1ポイント
16 渋谷区 2.5% -1.4ポイント
17 葛飾区 1.7% -1.2ポイント
18 文京区 1.2% -0.1ポイント
19 江東区 0.8% 増減なし
20 新宿区 0.0% 増減なし
20 港区 0.0% 増減なし
20 千代田区 0.0% 増減なし
20 中央区 0.0% 増減なし
参考：区部全体 7.5% -0.5ポイント
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2-2-6 平成 23 年における危険クラスタ分布状況 
 図 2-16 は平成 23 年における危険クラスタ分布を表した図である。図 2-17 は平成 23 年
の 23 区別及び区部全体でのランク別危険クラスタ割合を表したグラフである。 
区部面積における危険クラスタ割合は 22.0%（前年比－1.1 ポイント）で、その内訳はラ
ンク 4 が 7.1%（前年比－0.4 ポイント）、ランク 3 が 5.8%（前年比－0.3 ポイント）、ラン
ク 2 が 3.5%（前年比－0.3 ポイント）、ランク 1 が 5.6%（前年比±0 ポイント）となってい
る。前回から引き続き、区部全体の傾向は緩やかな減少である。 
表 2-8 は、平成 23 年における危険度ランク 4 クラスタ割合を 23 区で順位付けしたもの
である。危険度ランク 4 クラスタ割合が 10%を超える区は 6 であった。前回から大田区が
－1.2 ポイントで 10%以下になった。また、今回も区部全体での危険度ランク 4 クラスタは
－0.4%で微減であったが、区毎にみても増加している区は少なく、全体と同じ微減傾向で
あった。なお、危険度ランク 4 クラスタが存在しない区に変化はなく、港区、千代田区、中
央区、新宿区の 4 区であった。 
 
 
 
 
図 2-16 危険クラスタ分布図 平成 23 年 
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図 2-17 23 区別危険クラスタ割合 平成 23 年 
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表 2-8 危険度ランク 4 クラスタ割合順位 平成 23 年 
 
  
順位 区名 割合 前回からの増減
1 杉並区 27.2% -1.9ポイント
2 中野区 17.6% 1.0ポイント
3 豊島区 15.3% -2.8ポイント
4 練馬区 12.3% -0.7ポイント
5 品川区 11.8% -1.7ポイント
6 目黒区 11.0% -0.4ポイント
7 大田区 8.9% -1.2ポイント
8 墨田区 8.3% -0.4ポイント
9 世田谷区 7.8% 0.7ポイント
10 荒川区 6.6% -0.1ポイント
11 北区 6.2% -0.3ポイント
12 台東区 4.7% -0.1ポイント
13 足立区 4.0% -0.3ポイント
14 板橋区 4.0% -0.6ポイント
15 江戸川区 3.0% 0.3ポイント
16 葛飾区 1.7% 増減なし
17 文京区 1.1% -0.1ポイント
18 江東区 0.8% 増減なし
19 渋谷区 0.4% -2.2ポイント
20 新宿区 0.0% 増減なし
20 港区 0.0% 増減なし
20 千代田区 0.0% 増減なし
20 中央区 0.0% 増減なし
参考：区部全体 7.1% -0.4ポイント
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2-2-7 平成 28 年における危険クラスタ分布状況 
 図 2-18 は平成 28 年における危険クラスタ分布を表した図である。図 2-19 は平成 28 年
の 23 区別及び区部全体でのランク別危険クラスタ割合を表したグラフである。 
区部面積における危険クラスタ割合は 20.7%（前年比－1.3 ポイント）で、その内訳はラ
ンク 4 が 6.0%（前年比－1.1 ポイント）、ランク 3 が 5.6%（前年比－0.2 ポイント）、ラン
ク 2 が 3.5%（前年比±0 ポイント）、ランク 1 が 5.6%（前年比±0 ポイント）となってい
る。前回から引き続き、区部全体の傾向は緩やかな減少であることが分かった。 
表 2-9 は、平成 28 年における危険度ランク 4 クラスタ割合を 23 区で順位付けしたもの
である。前回から練馬区と目黒区が 10%以下になり、10%を超える区は 4 になった。前回
と比較して危険度ランク 4 クラスタ割合が目黒区で－5.5 ポイント、豊島区で－4.9 ポイン
トと、比較的多く存在していた地域において大幅な減少がみられた。その一方で、杉並区が
27.9%で唯一の 20%超えとなっており、これは 2 位の中野区と倍近い差である。もし大規
模地震火災が発生した場合、杉並区において被害が大きくなることが予測される。なお、危
険度ランク 4 クラスタが存在しない区に変化はなく、港区、千代田区、中央区、新宿区の 4
区であった。 
 
 
図 2-18 危険クラスタ分布図 平成 28 年 
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図 2-19 23 区別危険クラスタ割合 平成 28 年 
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表 2-9 危険度ランク 4 クラスタ割合順位 平成 28 年 
 
 
  
順位 区名 割合 前回からの増減
1 杉並区 27.9% 0.7ポイント
2 中野区 15.5% -2.2ポイント
3 品川区 12.4% 0.6ポイント
4 豊島区 10.4% -4.9ポイント
5 練馬区 9.8% -2.5ポイント
6 世田谷区 7.8% 増減なし
7 北区 5.9% -0.4ポイント
8 目黒区 5.5% -5.5ポイント
9 大田区 5.5% -3.5ポイント
10 墨田区 5.2% -3.2ポイント
11 台東区 4.4% -0.3ポイント
12 足立区 3.8% -0.2ポイント
13 荒川区 3.5% -3.1ポイント
14 江戸川区 2.0% -1.0ポイント
15 板橋区 1.9% -2.1ポイント
16 葛飾区 1.6% -0.2ポイント
17 文京区 1.1% -0.1ポイント
18 江東区 0.7% 増減なし
19 渋谷区 0.3% -0.1ポイント
20 新宿区 0.0% 増減なし
20 港区 0.0% 増減なし
20 千代田区 0.0% 増減なし
20 中央区 0.0% 増減なし
参考：区部全体 6.0% -1.1ポイント
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2-3 区部全体の危険クラスタ割合推移 
 本節では昭和 61 年から平成 28 年にかけての区部全体の危険クラスタ割合推移について
考察を行う。図 2-20 は危険クラスタ割合推移を表したグラフである。グラフをみると、昭
和 61 年に 30.2%であった危険クラスタ割合は、平成 28 年に 20.7%に減少している。その
内訳をみると、ランク 4 の危険クラスタが－8.8 ポイント、ランク 3 が－0.8 ポイント、ラ
ンク 2 が－0.1 ポイント、ランク 1 が＋0.2 ポイント、である。ランク 4 の危険クラスタが
半分以上減少し、図 2-21、図 2-22 をみると、区部南西部にかけて密集していたランク 4
の危険クラスタが分割されており、この 30 年で区部における延焼危険性は改善されている
ことが分かった。 
 
 
 
 
 
 
図 2-20 区部全体の危険クラスタの割合の推移 
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図 2-21 危険クラスタ分布図 昭和 61 年（再掲） 
 
 
 
図 2-22 危険クラスタ分布図 平成 28 年（再掲） 
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2-4 小括 
 本章では建物データから延焼クラスタデータを作成し、東京都区部の延焼危険性評価を
行った。延焼クラスタによる延焼危険性評価はこれまでに行われているが、延焼クラスタの
スケールと危険性の関係に基準を示して評価したものは存在しなかった。また、過去の市街
地に対しての延焼クラスタによる延焼危険性評価も行われていない。 
そこで本章では、延焼クラスタ内に含まれる棟数と焼失率の関係をグラフ化し、それを基
に延焼クラスタをランク付けすることにより、延焼クラスタスケールと危険性の関係に基
準を作成した。また、昭和 61 年から平成 28 年までの東京都区部に対して、作成したラン
クを基に延焼危険性評価を行い、危険クラスタの分布状況について明らかにした。大規模な
火災に対しての物的状況は長期的にみて改善されていると言えるが、杉並区をはじめ未だ
延焼危険性が残る地域もあり、このような地域の優先的な市街地整備が必要であることを
明らかにした。 
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3 延焼クラスタと不燃領域率の比較 
 延焼クラスタが地域の空間特性を反映した評価手法であることは前述したが、実際に不
燃領域率との評価にどれほどの差異があるかの検証は行われていない。よって本章では、昭
和 61 年から現在に至るまでの市街地に対するそれぞれの延焼危険性評価を比較し、評価特
性の違いを検証する。 
 
 
3-1 不燃領域率算定方法 
不燃領域率の算定は、第 1 章で示した以下の式を使用して行う。 
 
不燃領域率＝空地率＋（１－空地率）×不燃化率 
 
※空地率＝空地面積／地区面積 
※空地面積＝①＋② 
【東京都方式】 
①短辺もしくは直径 10m 以上で、かつ面積が 100 ㎡以上の水面、鉄道敷、公園、運動場、
学校、一団の施設等の面積 
 ②幅員 6m 以上の道路面積 
※不燃化率＝（耐火造建物建築面積＋準耐火造建物建築面積×0.8）／全建物建築面積 
 
 
3-2 使用するデータ 
空地率と不燃化率のデータは東京消防庁の市街地状況調査データ（昭和 61年、平成 2年、
平成 7 年、平成 12 年、平成 17 年、平成 22 年、平成 27 年）を使用した。なお、空地面積
を算出する際に必要な①及び②の面積データは市街地状況調査の以下のデータで代用した。 
 
①大規模空地及びその他の空地面積 
・幅員 40m 以上の河川、軌道等及びこれに連なる用地からなる不燃領域 
・短辺 40m 以上で面積が 3,000 ㎡以上の公園、墓地、運動場及びその他の空地のうちで
当該部分にある建築物の建ぺい率が２％以下の不燃領域 
・公園、農用地、鉄道・港湾等、水面・河川・水路、森林の土地利用用途に該当する地域 
 
大規模空地及びその他の空地面積の基準は市街地状況調査の実施年度によって若干異な
るが、本研究では同一とみなす。 
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②道路面積 
 地域によって道路率の対象となる道路幅員の基準が異なる。以下に地域ごとの基準とな
る道路幅員を示す。 
 
・地盤軟弱地域・・・・・・・・・・・・・・・・・・7.5m 以上 
・地盤軟弱地域以外の地域・・・・・・・・・・・・・6.5m 以上 
・空地や耐火構造物等に面した地域・・・・・・・・・5.5m 以上 
 
地盤軟弱地域は図 3-1 に示すとおりである。 
 
 
 
図 3-1 地盤軟弱地域 
 
 
 町丁目境界データは国勢調査小地域データ（平成 12 年、平成 17 年、平成 22 年、平成 27
年）を使用した。なお、国勢調査の町丁目データが平成 12 年までしか存在しなかったため、
平成 7 年以前の町丁目データは平成 12 年のデータを基に、国土地理院の地図データを用い
て修正を行った。修正方法は以下のとおりである。 
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町丁目データ修正方法 
・遡及時に町丁目が分割されていた場合…分割元の町丁目における不燃領域率を採用 
・遡及時に町丁目が合併されていた場合…合併元の町丁目データの平均不燃領域率を採
用  
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3-3 延焼クラスタと不燃領域率による市街地焼失率評価の比較 
3-3-1 比較方法 
 第 2 章で作成した延焼クラスタ焼失率と延焼クラスタ内棟数の基準を基に、不燃領域率
でも同様に焼失率との基準を作成し、比較を行う。 
基準の作成は不燃領域率と焼失率の関係を表した図 3-2 を基に行う。延焼クラスタでは
焼失率 7%、20%、40%、70%で基準を作成したが、不燃領域率は 30%～45％の間で焼失率
が 90%近くから 10%前後まで急激に変動するので、その間に基準をとるのは難しい。よっ
て、焼失率 7%及び 90%にそれぞれ不燃領域率 50%、25%を基準として設定した。それに合
わせて延焼クラスタでも、焼失率 90%となる基準を延焼クラスタ内棟数 5000 に設定した。
表 3-1 は不燃領域率、延焼クラスタ内棟数、焼失率の対応表である。 
この基準に従い、不燃領域率 25%以下と延焼クラスタ内棟数 5001 棟以上のエリアの分
布と、不燃領域率 25%～50%と延焼クラスタ内棟数 150～5000 棟のエリアの分布の比較を
行う。 
 なお、市街地状況調査における昭和 61 年から平成 8 年までの調査では、簡易耐火造は防
火造として測定されていた。そこで、延焼クラスタデータにおいても簡易耐火造を防火木造
とみなして再計算を行い、比較のためのデータの整合を行った。 
 
 
図 3-2 不燃領域率と焼失率の関係 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
 
 
表 3-1 不燃領域率、延焼クラスタ内棟数、焼失率対応表 
  
不燃領域率 延焼クラスタ内棟数 焼失率
25% 5000 90%
50% 150 7%
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3-3-2 昭和 61 年における不燃領域率 50%以下の地域と危険クラスタの比較 
 図 3-3 は昭和 61 年における不燃領域率 50%以下の地域の分布を表した図である。図 3-4
は昭和 61 年の 23 区別及び区部全体での不燃領域率 50%以下の面積割合を表したグラフで
ある。 
 区部全体における不燃領域率 50%以下の地域は 56.4%で、その内不燃領域率 25%以下の
地域は 13.5%である。25%以下の地域は南西部を中心に広範囲に分布しており、50%以下の
地域は都心外周部を全面的に覆っていることが分かった。 
 区別にみると、不燃領域率 50%以下の地域が最も多い区は杉並区（88.2%）で、次いで中
野区（87.0%）、練馬区（80.7%）となっている。ワースト 3 の区の 8 割以上が不燃領域率
50%以下となっており、延焼危険性が非常に高かったことが分かった。 
不燃領域率 25%以下の地域が最も多い区は杉並区（38.7%）で、次いで目黒区（30.9%）、
中野区（27.1%）となっている。杉並区と目黒区では、焼失率 90%以上と予測される地域が
区内の 30%を超えており、地震火災が発生した場合に甚大な被害を受けていた可能性が高
かったことが推測できる。また、不燃領域率 25%以下の地域がなかった区は港区、中央区、
千代田区の都心 3 区であった。 
 
 
 
図 3-3 不燃領域率 50%以下の地域 昭和 61 年 
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図 3-4 23 区別不燃領域率 50%以下の面積割合 昭和 61 年 
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 図 3-5 は焼失率が同じである不燃領域率と延焼クラスタの区部全体における面積割合を
比較したグラフである。不燃領域率の焼失率 90%以上の面積割合は 13.5%、焼失率７％以
上の面積割合は 43.0%であった。延焼クラスタの焼失率 90%以上の面積割合は 10.6%、焼
失率７％以上の面積割合は 21.3%であった。焼失率 90%以上の面積、焼失率７％以上の面
積ともに不燃領域率が延焼クラスタを上回るが、特に焼失率 7%以上の面積で倍以上の差が
あった。これは延焼危険が高い地域が広範囲に及ぶ場合、延焼クラスタはクラスタ間の空地
は延焼危険が高い地域とはみなさないが、不燃領域率ではその地域全体の延焼危険が高い
地域とみなされるため、その影響であると推測できる。すなわち、昭和 61 年の評価におい
ては、不燃領域率の方がより広範囲に延焼危険性が高い地域を検出することが分かった。 
 
 
 
 
 
 
※比較のため、簡易耐火造を防火木造として延焼クラスタデータを再計算した 
図 3-5 不燃領域率と延焼クラスタの区部面積割合比較 昭和 61 年 
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3-3-3 平成 3 年における不燃領域率 50%以下の地域と危険クラスタの比較 
 図 3-6 は平成 3 年における不燃領域率 50%以下の地域の分布を表した図である。図 3-7
は平成 3 年の 23 区別及び区部全体での不燃領域率 50%以下の面積割合を表したグラフで
ある。 
 区部全体における不燃領域率 50%以下の地域は 54.0%（前年比－2.4 ポイント）で、その
内不燃領域率 25%以下の地域は 11.0%（前年比－2.5 ポイント）である。南西部を中心に広
がっていた 25%以下の地域がやや減少したが、50%以下の地域は引き続き都心外周部を全
面的に覆っていることが分かった。 
 区別にみると、不燃領域率 50%以下の地域が最も多い区は中野区（85.0%、前年比－2.0
ポイント）で、次いで練馬区（83.1%、前年比＋2.4 ポイント）、杉並区（82.3%、前年比－
5.3 ポイント）となっている。不燃領域率 50%以下の地域はあまり変化がなかったことが分
かった。 
不燃領域率 25%以下の地域が最も多い区は杉並区（25.0%、前年比－13.7 ポイント）で、
次いで中野区（18.7%、前年比－8.4 ポイント）、世田谷区（15.9%、前年比－5.4 ポイント）、
となっている。不燃領域率 25%以下の地域は、前回ワースト 3 であった杉並区、目黒区、
中野区において大幅に改善されていることが分かった。また、不燃領域率 25%以下の地域
がなかった区は変わらず、港区、中央区、千代田区の都心 3 区であった。 
 
 
図 3-6 23 区別不燃領域率 50%以下の地域 平成 3 年 
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図 3-7 23 区別不燃領域率 50%以下の面積割合 平成 3 年 
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 図 3-8 は焼失率が同じである不燃領域率と延焼クラスタの区部全体における面積割合を
比較したグラフである。不燃領域率の焼失率 90%以上の面積割合は 11.0%（前年比－2.5 ポ
イント）、焼失率７％以上の面積割合は 43.1%（前年比＋0.1 ポイント）であった。延焼クラ
スタの焼失率 90%以上の面積割合は 9.1%（前年比－1.5 ポイント）、焼失率７％以上の面積
割合は 22.7%（前年比＋1.6 ポイント）であった。不燃領域率では合計割合が－2.4 ポイン
トで減少傾向であったが、延焼クラスタでは合計割合が－0.1 ポイントで微減であり、延焼
クラスタによる評価の方が変動が少なかった。すなわち、平成 3 年の評価においては、不燃
領域率の方がより広範囲に延焼危険性が高い地域を検出することが分かった。 
 
 
 
 
 
※比較のため、簡易耐火造を防火木造として延焼クラスタデータを再計算した 
図 3-8 不燃領域率と延焼クラスタの区部面積割合比較 平成 3 年 
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3-3-4 平成 8 年における不燃領域率 50%以下の地域と危険クラスタの比較 
 図 3-9 は平成 8 年における不燃領域率 50%以下の地域の分布を表した図である。図 3-10
は平成 8 年の 23 区別及び区部全体での不燃領域率 50%以下の面積割合を表したグラフで
ある。 
 区部全体における不燃領域率 50%以下の地域は 51.5%（前年比－2.5 ポイント）で、その
内不燃領域率 25%以下の地域は 11.0%（前年比±0 ポイント）である。不燃領域率 25%以
下の地域は減少していないが、分布をみるとさらに西部に集中してきていることが分かっ
た。また、50%以下の地域は引き続き都心外周部を全面的に覆っていることが分かった。 
 区別にみると、不燃領域率 50%以下の地域が最も多い区は杉並区（84.0%、前年比＋1.7
ポイント）で、次いで中野区（82.8%、前年比－2.2 ポイント）、練馬区（77.7%、前年比－
5.5 ポイント）、となっている。区によって増減の差が激しく、不燃領域率 50%以下の地域
は大田区の－10.9 ポイントから荒川区の＋12.1 ポイントまでの差があった。 
不燃領域率 25%以下の地域が最も多い区は杉並区（29.1%、前年比＋4.1 ポイント）で、
次いで中野区（25.6%、前年比＋6.9 ポイント）、世田谷区（23.8%、前年比＋7.9 ポイント）、
となっている。不燃領域率 25%以下の地域は、葛飾区の－10.4 ポイントから世田谷区、墨
田区の＋7.9 ポイントまでの大きな差があったことが分かった。また、江東区と文京区から
不燃領域率 25%以下の地域がなくなった。 
 
 
図 3-9 23 区別不燃領域率 50%以下の地域 平成 8 年 
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図 3-10 23 区別不燃領域率 50%以下の面積割合 平成 8 年 
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 図 3-11 は焼失率が同じである不燃領域率と延焼クラスタの区部全体における面積割合
を比較したグラフである。不燃領域率の焼失率 90%以上の面積割合は 11.0%（前年比±0 ポ
イント）、焼失率７％以上の面積割合は 40.5%（前年比－2.6 ポイント）であった。延焼クラ
スタの焼失率 90%以上の面積割合は 4.5%（前年比－4.6 ポイント）、焼失率７％以上の面積
割合は 22.6%（前年比－0.1 ポイント）であった。今回は延焼クラスタによる評価の方で、
焼失率 90%以上の面積が半分以下となった。焼失率 90%以上の面積、焼失率７％以上の面
積ともに不燃領域率が延焼クラスタを上回るが、特に焼失率 90%以上の面積で倍以上の差
がついた。すなわち、平成 8 年の評価においては、不燃領域率の方がより広範囲に延焼危険
性が高い地域を検出することが分かった。 
 
 
 
 
 
 
※比較のため、簡易耐火造を防火木造として延焼クラスタデータを再計算した 
図 3-11 不燃領域率と延焼クラスタの区部面積割合比較 平成 8 年 
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3-3-5 平成 13 年における不燃領域率 50%以下の地域と危険クラスタの比較 
 図 3-12 は平成 13 年における不燃領域率 50%以下の地域の分布を表した図である。図 
3-13 は平成 13 年の 23 区別及び区部全体での不燃領域率 50%以下の面積割合を表したグラ
フである。 
 区部全体における不燃領域率 50%以下の地域は 29.9%（前年比－21.6 ポイント）で、そ
の内不燃領域率 25%以下の地域は 1.0%（前年比－10.0 ポイント）である。両方とも大幅な
減少で、特に不燃領域率 25%以下の地域は 9 割以上の減少となっている。これは建築基準
法の改正により、今まで防火木造建築に数えられていた簡易耐火造建築が準耐火造建築と
して計算されるようになり、不燃化率が上昇したことによる影響だと推測できる。 
 区別にみると、不燃領域率 50%以下の地域が最も多い区は杉並区（64.9%、前年比－19.1
ポイント）で、次いで中野区（56.1%、前年比－26.7 ポイント）、練馬区（53.5%、前年比－
24.2 ポイント）、となっている。ほぼ全ての区で大幅な減少となっているが、ワースト 3 の
区は未だ半分以上が不燃領域率 50%以下となっている。 
不燃領域率 25%以下の地域が最も多い区は杉並区（3.8%、前年比－25.3 ポイント）で、
次いで品川区（3.7%、前年比－7.7 ポイント）、北区（3.0%、前年比－5.9 ポイント）、とな
っている。こちらも同様にほぼ全ての区で大幅な減少となっており、南西部に固まっていた
不燃領域率 25%以下の地域もほぼ改善されたことが分かった。また、不燃領域率 25%以下
の地域がない区に江戸川区、目黒区、豊島区、荒川区、新宿区、渋谷区が追加され、これで
不燃領域率 25%以下の町丁目がない区の数は 11 となった。 
 
図 3-12 23 区別不燃領域率 50%以下の地域 平成 13 年 
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図 3-13 23 区別不燃領域率 50%以下の面積割合 平成 13 年 
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 図 3-14 は焼失率が同じである不燃領域率と延焼クラスタの区部全体における面積割合
を比較したグラフである。不燃領域率の焼失率 90%以上の面積割合は 1.0%（前年比－10.0
ポイント）、焼失率７％以上の面積割合は 28.9%（前年比－11.6 ポイント）であった。延焼
クラスタの焼失率 90%以上の面積割合は 3.0%（前年比－1.5 ポイント）、焼失率７％以上の
面積割合は 20.6%（前年比－2.0 ポイント）であった。簡易耐火造が準耐火造として計算さ
れるようになったことで、不燃領域率が劇的に改善した。すなわち、平成 13 年の評価にお
いては、今までとは逆に、焼失率 90%以上の割合は延焼クラスタの方が広範囲に地域を検
出し、焼失率 7%以上の割合は今までと同様に不燃領域率の方が広範囲に検出することが分
かった。 
 
 
 
 
 
 
図 3-14 不燃領域率と延焼クラスタの区部面積割合比較 平成 13 年 
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3-3-6 平成 18 年における不燃領域率 50%以下の地域と危険クラスタの比較 
 図 3-15 は平成 18 年における不燃領域率 50%以下の地域の分布を表した図である。図 
3-16 は平成 18 年の 23 区別及び区部全体での不燃領域率 50%以下の面積割合を表したグラ
フである。 
 区部全体における不燃領域率 50%以下の地域は 22.6%（前年比－7.3 ポイント）で、その
内不燃領域率 25%以下の地域は 0.6%（前年比－0.4 ポイント）である。前回の大幅な減少
に引き続き、今回も不燃領域率の改善は進んでいることが分かった。 
 区別にみると、不燃領域率 50%以下の地域が最も多い区は杉並区（58.4%、前年比－6.5
ポイント）で、次いで練馬区（47.7%、前年比－5.7 ポイント）、中野区（45.4%、前年比－
10.7 ポイント）、となっている。ほぼ全ての区で大幅な減少となっており、不燃領域率 50%
以下の地域が 5 割を超えている区は杉並区だけとなっている。 
不燃領域率 25%以下の地域が最も多い区は品川区（2.9%、前年比－0.8 ポイント）で、次
いで杉並区（2.6%、前年比－1.2 ポイント）、中野区（2.6%、前年比＋0.3 ポイント）、とな
っている。こちらも同様にほぼ全ての区で大幅な減少となっており、南西部に固まっていた
不燃領域率 25%以下の地域もほぼ改善されたことが分かった。また、板橋区、台東区、葛飾
区、墨田区、大田区から不燃領域率 25%以下の地域がなくなり、これで不燃領域率 25%以
下の地域がない区の数は 16 で、区全体の半数以上となった。 
 
 
図 3-15 23 区別不燃領域率 50%以下の地域 平成 18 年 
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図 3-16 23 区別不燃領域率 50%以下の面積割合 平成 18 年 
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 図 3-17 は焼失率が同じである不燃領域率と延焼クラスタの区部全体における面積割合
を比較したグラフである。不燃領域率の焼失率 90%以上の面積割合は 0.6%（前年比－0.4
ポイント）、焼失率７％以上の面積合は 22.0%（前年比－6.9 ポイント）であった。延焼クラ
スタの焼失率 90%以上の面積割合は 2.4%（前年比－0.6 ポイント）、焼失率７％以上の面積
割合は 20.6%であった（前年比±0 ポイント）。不燃領域率における焼失率 7%以上の割合と
90%以上の割合の合計が、初めて延焼クラスタによるものを下回った。すなわち、平成 18
年の評価においては、延焼クラスタの方がより危険性が高い地域を検出しやすいことが分
かった。 
 
 
 
 
 
図 3-17 不燃領域率と延焼クラスタの区部面積割合比較 平成 18 年 
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3-3-7 平成 23 年における不不燃領域率 50%以下の地域と危険クラスタの比較 
 図 3-18 は平成 23 年における不燃領域率 50%以下の地域の分布を表した図である。図 
3-19 は平成 23 年の 23 区別及び区部全体での不燃領域率 50%以下の面積割合を表したグラ
フである。 
 区部全体における不燃領域率 50%以下の地域は 18.1%（前年比－4.5 ポイント）で、その
内不燃領域率 25%以下の地域は 0.3%（前年比－0.3 ポイント）である。今回も不燃領域率
の改善は進んでおり、不燃領域率 50%以下の地域が区部全体の 2 割を下回った。 
 区別にみると、不燃領域率 50%以下の地域が最も多い区は杉並区（43.2%、前年比－15.2
ポイント）で、次いで練馬区（41.5%、前年比－6.2 ポイント）、中野区（36.9%、前年比－
8.5 ポイント）、となっている。前回に引き続きほぼ全ての区で大幅な減少となっており、不
燃領域率 50%以下の地域が 5 割を超えている区はなくなった。 
不燃領域率 25%以下の地域が最も多い区は中野区（2.6%、前年比±0 ポイント）で、次
いで練馬区（1.4%、前年比－0.3 ポイント）、新宿区（1.3%、前年比＋1.3 ポイント）、とな
っている。こちらも同様にほぼ全ての区で減少となっているが、新宿区で新たに不燃領域率
25%以下の地域が発生している。一方、北区、杉並区、足立区から不燃領域率 25%以下の地
域がなくなり、これで不燃領域率 25%以下の地域がない区の数は 18 となった。 
 
 
図 3-18 23 区別不燃領域率 50%以下の地域 平成 23 年 
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図 3-19 23 区別不燃領域率 50%以下の面積割合 平成 23 年 
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 図 3-20 は焼失率が同じである不燃領域率と延焼クラスタの区部全体における面積割合
を比較したグラフである。不燃領域率の焼失率 90%以上の面積割合は 0.3%（前年比－0.3
ポイント）、焼失率７％以上の面積割合は 17.8%（前年比－4.2 ポイント）であった。延焼ク
ラスタの焼失率 90%以上の面積割合は 2.7%（前年比＋0.3 ポイント）、焼失率７％以上の面
積割合は 20.8%（前年比＋0.2 ポイント）であった。焼失率 90%以上の面積、焼失率７％以
上の面積ともに、不燃領域率は減少しているが、延焼クラスタは増加している。この原因と
しては、クラスタとクラスタの間に非耐火建築物が新築され、クラスタ同士が結合してしま
ったことなどが推測できる。すなわち、平成 23 年の評価においては、延焼クラスタの方が
より危険性が高い地域を検出しやすいことが分かった。 
 
 
 
 
 
図 3-20 不燃領域率と延焼クラスタの区部面積割合比較 平成 23 年 
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3-3-8 平成 28 年における不燃領域率 50%以下の地域と危険クラスタの比較 
 図 3-21 は平成 28 年における不燃領域率 50%以下の地域の分布を表した図である。図 
3-22 は平成 28 年の 23 区別及び区部全体での不燃領域率 50%以下の面積割合を表したグラ
フである。 
 区部全体における不燃領域率 50%以下の地域は 12.7%（前年比－5.3 ポイント）で、その
内不燃領域率 25%以下の地域は 0.2%（前年比－0.1 ポイント）である。今回も不燃領域率
の改善は進んでいることが分かった。 
 区別にみると、不燃領域率 50%以下の地域が最も多い区は杉並区（43.1%、前年比－0.1
ポイント）で、次いで練馬区（35.0、前年比－6.6 ポイント）、中野区（30.4%、前年比－6.5
ポイント）、となっている。前回に引き続きほぼ全ての区で大幅な減少となっているが、不
燃領域率 50%以下の地域が唯一 4 割を超えている杉並区の減少が鈍っていることが分かっ
た。 
不燃領域率 25%以下の地域が最も多い区は品川区（1.0%、前年比＋0.7 ポイント）で、次
いで練馬区（0.9%、前年比－0.5 ポイント）、杉並区（0.7%、前年比＋0.7 ポイント）、とな
っている。不燃領域率 25%以下の地域が全ての区において 1%以下となったが、杉並区で新
たに不燃領域率 25%以下の地域が発生している。一方、新宿区、中野区から不燃領域率 25%
以下の地域がなくなり、これで不燃領域率 25%以下の地域がない区の数は 19 となった。 
 
 
図 3-21 不燃領域率 50%以下の地域 平成 28 年 
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図 3-22 23 区別不燃領域率 50%以下の面積割合 平成 28 年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 3章 延焼クラスタと不燃領域率の比較 
79 
 
 図 3-23 は焼失率が同じである不燃領域率と延焼クラスタの区部全体における面積割合
を比較したグラフである。不燃領域率の焼失率 90%以上の面積割合は 0.2%（前年比－0.1
ポイント）、焼失率７％以上の面積割合は 12.6%（前年比－0.1 ポイント）であった。延焼ク
ラスタの焼失率 90%以上の面積割合は 2.0%（前年比－0.7 ポイント）、焼失率７％以上の面
積割合は 19.3%（前年比－1.5 ポイント）であった。焼失率 90%以上の面積、焼失率７％以
上の面積ともに延焼クラスタが不燃領域率を上回るが、特に焼失率 7%以上の面積で大きな
差があった。これは不燃領域率が高い地域においても、延焼危険性が高い危険クラスタが存
在していることを示している。すなわち、平成 28 年の評価においては、延焼クラスタの方
がより危険性が高い地域を検出しやすいことが分かった。 
 
 
 
 
図 3-23 不燃領域率と延焼クラスタの区部面積割合比較 平成 28 年 
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3-4 昭和 61 年から平成 28 年の不燃領域率と延焼クラスタの評価比較 
 長期間における不燃領域率と延焼クラスタによる延焼危険性評価の推移について検証す
るため、昭和 61 年から平成 28 年にかけての危険性評価の比較を行った。図 3-24、図 3-25
は不燃領域率と延焼クラスタにおいて焼失率 7%以上及び 90%以上となる地域の面積割合
の推移を表したものである。 
平成 8 年以前の不燃領域率による評価は、焼失率 7%以上及び 90%以上の合計が区部の半
分以上を超えており、あまり変動がなかった。一方、延焼クラスタによる評価では、この時
期に焼失率 90%以上の割合が半分以下に減少しており、延焼クラスタの分割が進んだこと
が分かった。 
平成 8 年から平成 13 年にかけては、建物構造に準耐火造が導入されたことから、不燃領
域率は大幅に改善が進み、焼失率 90%以上の割合は 1%となり、焼失率 7%以上及び 90%以
上の合計も区部全体の 3 割を下回った。一方、この時期における延焼クラスタによる評価
は大きな変動はなく、割合は微減であった。 
 平成 13 年以降にかけての不燃領域率による評価は、焼失率 7%以上及び 90%以上の面積
ともに減少が進み、平成 28 年までにどちらも半分以下となっている。一方、この時期にお
ける延焼クラスタによる評価は引き続き大きな変動はなく、微減の傾向が続いている。 
 不燃領域率による評価では、対象地域内で市街地整備がある程度進むと、その数値は大幅
に改善されていく。 
 延焼クラスタは、危険クラスタのボトルネックとなる部分に対して、建物が耐火建築物に
建て替わったり、幅員の大きな道路が通ったりしないと分割が進まない。一方、不燃領域率
による評価では、対象地域内で市街地整備がある程度進むと、延焼クラスタの有無に関わら
ず、その地域における不燃領域率は改善されていく。例えば大きな空地があるエリアや幅員
の大きな道路が通っているエリアを、不燃領域率測定時の対象地域に含めるかどうかでそ
の結果は大きく変わってしまい、境界線の設定方法によってその地域の評価は大きく変わ
ってしまう可能性がある。延焼クラスタは、延焼が連担する建物群なので、そもそも境界線
の設定という概念がなく、その地域の延焼危険性を如実に表していると考えられる。 
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図 3-24 不燃領域率 焼失率 7%以上の面積割合推移 昭和 61 年～平成 28 年 
 
 
 
図 3-25 延焼クラスタ 焼失率 7%以上の面積割合推移 昭和 61 年～平成 28 年 
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3-5 小括 
 本章では、延焼クラスタと不燃領域率による延焼危険性評価の比較を行った。平成 8 年
以前の市街地に対しては、不燃領域率による評価では焼失率 7%以上及び 90%以上の地域は
区部の半分以上を占め、不燃領域率の方がより広範囲に延焼危険性を高く評価することが
分かった。建築基準法の改正により準耐火造が導入された平成 13 年以降の市街地に対して
は、不燃領域率による評価は大幅に改善が進み、平成 28 年時における焼失率 7%以上及び
90%以上の地域は 1 割強となっている。一方、延焼クラスタによる評価は、平成 8 年以前の
市街地に対して焼失率 7%以上及び 90%以上の地域は 3 割程度であり、不燃領域率の半分程
度となっている。平成 13 年以降においても、不燃領域率と比較してその減少傾向は緩やか
であり、平成 28 年時における焼失率 7%以上及び 90%以上の地域は 2 割強となっており、
昭和 61 年からの減少は 1 割程度となっている。 
不燃領域率による評価では、区部における延焼危険性は大幅に改善が進んでいると言え
る。一方、延焼クラスタによる評価では、延焼危険性の改善は緩やかに進んではいるが、現
在の市街地においても延焼危険性の高い地域は一定数以上残っているということを示して
いる。延焼クラスタと不燃領域率の比較によって、延焼クラスタの方が指標としての頑健性
が高く、より慎重な判断が可能であることを明らかにした。 
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4 防災生活圏形成状況評価手法の提案 
 第 1 章で示したとおり、東京都の地震火災対策は防災都市づくり推進計画によって進め
られている。その目標の一つとして防災生活圏の形成があるが、その形成状況の評価はこれ
まで行われていない。よって本章では、延焼クラスタデータを活用した防災生活圏の形成状
況評価手法を提案する。 
 
 
4-1 防災生活圏 
 東京都における防災生活圏構想は、都市防災施設基本計画 12)により始まった。防災生活
圏の大きさは、ブロック内における出火確率が概ね 20%以下となることを目標に設定され、
その平均規模は約 65ha、ブロック総数は約 700 であった。その後、平成 8 年の防災都市づ
くり推進計画<基本計画>25)によって見直しが行われ、国分寺市を除く多摩 7 市を追加し、
新たな防災生活圏が設定された（約 820 ブロック）。なお、その後現在の防災都市づくり推
進計画までブロックの変更はない。図 4-1 は区部における現在の防災生活圏を図示したも
のであり、ブロック総数は 732 である。 
 
 
 
 
図 4-1 防災生活圏 
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4-2 防災生活圏形成状況評価手法 
4-2-1 防災生活圏形成の定義 
 防災生活圏の基本的な考え方は「火災を外に逃がさない、外からもらわない」である。そ
こで、防災生活圏境界を超えて存在する延焼クラスタがある防災生活圏は、防災生活圏が未
形成であると考えた。延焼クラスタが防災生活圏境界を 1 ㎡でも超えていれば未形成であ
るという基準設定もできるが、その基準では評価が厳しくなりすぎてしまうので、本研究で
は大火の基準である焼損面積 33,000 ㎡の約 1/3 である 10,000 ㎡以上の延焼クラスタが他
の防災生活圏にまたがって存在する防災生活圏を未形成防災生活圏と定義した。図 4-2 に
そのイメージを示す。以下、防災生活圏を 10,000 ㎡以上またがる延焼クラスタを「防災生
活圏をまたがる延焼クラスタ」とする。 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 未形成防災生活圏イメージ 
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4-2-2 防災生活圏をまたがる延焼クラスタデータ作成方法 
 ArcGIS を使用し、防災生活圏をまたがる延焼クラスタデータを作成した。その作成手順
は以下のとおりである。 
 
① 区部延焼クラスタデータのうち、防災生活圏境界を横切っている延焼クラスタデータ
のみを抽出する（空間検索）。このデータを延焼クラスタデータ a-1 とする（図 4-3） 
② 延焼クラスタデータ a-1 をコピーし、延焼クラスタデータ a-2 を作成する 
③ 延焼クラスタデータ a-2 を防災生活圏境界データで分割する（インターセクト） 
④ 分割した延焼クラスタデータ a-2 のうち、10,000 ㎡未満の延焼クラスタデータのみを
抽出する（図 4-4） 
⑤ 延焼クラスタデータ a-1 を、10,000 ㎡未満の延焼クラスタデータを抽出した延焼クラ
スタデータ a-2 と重なる部分を消去する（イレーズ）（図 4-5） 
⑥ 再度、防災生活圏境界を横切っている延焼クラスタデータのみを抽出する（空間検索）
（図 4-6） 
 
 
 
図 4-3 防災生活圏を横切る延焼クラスタ 
 
 
図 4-4 10,000 ㎡未満の延焼クラスタ 
 
図 4-5 イレーズした延焼クラスタ 
 
 
図 4-6 完成した防災生活圏をまたがる延
焼クラスタ
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この手順を区部全体に対して行い、作成した防災生活圏をまたがる延焼クラスタが図 4-7
である。 
 
 
図 4-7 防災生活圏をまたがる延焼クラスタ 平成 28 年 
 
図 4-8 は、図 4-7 の防災生活圏をまたがる延焼クラスタデータを基に作成した、未形成
防災生活圏データを図示したものである。 
 
 
図 4-8 未形成防災生活圏 平成 28 年 
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 図 4-9 は、図 4-8 の未形成防災生活圏データの上に危険クラスタデータを重ねたもので
あるが、未形成防災生活圏と危険クラスタが存在する地域がほぼ一致していることが分か
る。危険クラスタは規模が大きいクラスタであるため、防災生活圏境界を超えて存在する可
能性が高く、この一致は当然であると考えられる。このことから防災生活圏形成状況評価に
おける区別の分析は、危険クラスタによる区別評価と似通ってしまう可能性が高いため、本
章では区部全体での防災生活圏形成状況について言及する。 
 
 
 
 
図 4-9 未形成防災生活圏と危険クラスタ 
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4-3 区部における防災生活圏形成状況評価 
 図 4-10 は昭和 61 年から平成 28 年にかけての防災生活圏形成率推移を表したグラフで
ある。防災生活圏形成率は、形成されている防災生活圏数（表 4-1）を区部における防災生
活圏数で除することによって求めた。グラフをみると防災生活圏形成率はほぼ右肩上がり
で上昇しており、昭和 61年に 45.8%であった形成率は平成 28年には 67.1%になっている。 
 
 
 
 
図 4-10 防災生活圏形成率の推移 
 
 
 
表 4-1 年度別形成防災生活圏数 
 
 
 
 
  
昭和61年 平成3年 平成8年 平成13年 平成18年 平成23年 平成28年
形成防災生活圏数 335 352 390 430 430 464 489
形成率 45.8% 48.1% 53.4% 58.9% 58.7% 63.4% 67.1%
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4-4 延焼遮断帯形成率との比較 
 防災都市づくり推進計画において、防災生活圏形成状況評価が存在しないことは前述し
たが、防災生活圏は延焼遮断帯によって囲まれた地域であるため、延焼遮断帯形成状況評価
は防災生活圏形成状況評価と近いと考えられる。図 4-11 は東京都の延焼遮断帯を図示した
もの、表 4-2 は防災都市づくり推進計画で示された延焼遮断帯形成状況であり、防災生活
圏と延焼遮断帯の形成率を比較したものが表 4-3 である。表 4-3 をみると二つのデータの
誤差は 3%程度に収まっており、本章で提案した防災生活圏形成状況評価手法はある程度の
信頼性があると考えられる。 
 
 
 
 
 
図 4-11 延焼遮断帯（再掲） 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
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表 4-2 延焼遮断帯形成状況 
 
（東京都都市整備局：「防災都市づくり推進計画」10）より引用） 
 
 
 
表 4-3 防災生活圏、延焼遮断帯形成状況比較 
 
 
 
 
 
 防災生活圏形成率を算出するだけでは、延焼遮断帯形成率が既に算出されているので似
たような指標になってしまう。しかし未形成防災生活圏、つまり延焼遮断帯をまたがる延
焼クラスタが存在するブロックにおいては、隣のブロックから延焼が拡大してくる危険性
があり、もしブロック内の延焼クラスタが非耐火建物の新築などによって結合してしまっ
た場合は、延焼被害が拡大してしまう危険性が高い。つまり未形成防災生活圏というエリ
ア全体が延焼拡大リスクの高い地域であり、その地域を明らかにすることは意義があると
考えられる。 
 
 
  
平成8年 平成18年 平成28年
防災生活圏形成率 53% 59% 67%
延焼遮断帯形成率 55% 62%　　　　　　　　66%（平成26年）
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4-5 防災生活圏をまたがるクラスタデータによる評価 
 本節では未形成防災生活圏を検出する際に作成した、防災生活圏をまたがる延焼クラス
タデータによる防災危険性評価手法提案する。 
 未形成防災生活圏が延焼拡大リスクの高い地域であることは前述したが、防災生活圏を
またがる延焼クラスタが存在する地域は、ブロック全体であったり一箇所であったり様々
なケースが考えられる。そこで未形成防災生活圏の原因となっている防災生活圏をまたが
る延焼クラスタを活用することによって、より詳細な延焼危険性評価ができると考えられ
る。 
図 4-12 は平成 28 年における防災生活圏をまたがる延焼クラスタを地図上に示したもの
であり、図 4-13 は 23 区別の防災生活圏をまたがる延焼クラスタ面積を、それぞれの防災
生活圏面積で除して求めた割合のグラフである。防災生活圏をまたがる延焼クラスタ割合
が 15%を超えている区は杉並区、中野区、練馬区、品川区となっており、図 4-14 の 23 区
別危険クラスタ割合と比較して概ね似た傾向であることから、危険クラスタが多い区は防
災生活圏の形成が進んでいないことが分かった。一方、5%を下回る区は文京区、台東区、
新宿区、荒川区、葛飾区で、これらの区は防災生活圏をまたがる延焼クラスタが少なく、防
災生活圏整備が進んでいると言える。また、防災生活圏をまたがる延焼クラスタが存在しな
い区は中央区、千代田区、渋谷区、港区、江東区の 5 区であることが分かった。今回は区単
位での評価を行ったが、延焼クラスタによる評価ではより詳細な町丁目単位などでの評価
も可能である。 
 
 
図 4-12 防災生活圏をまたがる延焼クラスタ 平成 28 年（再掲） 
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図 4-13 23 区別防災生活圏をまたがる延焼クラスタ面積 
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図 4-14 23 区別危険延焼クラスタ割合 平成 28 年 
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4-6 小括 
 本章では、防災生活圏の評価手法の提案を行った。その結果、今まで防災都市づくり推進
計画では行われていなかった未形成防災生活圏を示すことができた。また、防災生活圏をま
たがる延焼クラスタを活用することによって、より詳細な地域の延焼危険性評価が行える
ことを示した。 
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5 新たな延焼危険性が高い地域の検証 
 前章までで、延焼クラスタによる市街地の延焼危険性評価手法の提案と、不燃領域率との
比較と、防災生活圏形成状況評価手法の提案を行ってきた。本章では、提案した評価手法を
基に、従来の市街地の防災性能評価方法では検出されなかった新たな延焼危険性が高い地
域の検証を行う。 
 
 
5-1 従来の評価手法の整理 
5-1-1 整備地域 
 防災都市づくり推進計画では、地域危険度が高く、かつ、老朽化した木造建築物が特に集
積するなど、震災時に特に甚大な被害が想定される地域を整備地域として指定している。そ
の基準は「地域危険度 26)のうち、建物倒壊危険度５及び火災危険度５に相当し、老朽木造
建築物棟数率が 45％以上の町丁目を含み、平均不燃領域率が 60％未満である区域及び連担
する区域」となっており、約 6,900ha が指定されている。図 5-1 は平成 27 年における整備
地域を図示したものである。 
 
 
 
 
図 5-1 防災都市づくり推進計画における整備地域 
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5-1-2 木造住宅密集地域 
 防災都市づくり推進計画では、震災時に延焼被害のおそれのある老朽木造住宅が密集し
ている地域として、以下の各指標のいずれにも該当する地域（町丁目）を木造住宅密集地域
として抽出（約 13,000ha）している。図 5-2 は平成 27 年における木造住宅密集地域を図
示したものである。 
 
 
・老朽木造建築物棟数率 30％以上 
・住宅戸数密度 55 世帯／ha以上 
・補正不燃領域率 60％未満 
 
 
 
 
 
図 5-2 木造住宅密集地域 
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5-1-3 東京都の地震時における地域別延焼危険度測定 
 地域別延焼危険度測定 27)とは、250m メッシュ毎に延焼シミュレーションを活用して出
火から 6 時間後の平均延焼面積を求め、地震時における地域の延焼危険度を評価したもの
である。図 5-3 は平成 28 年における地域の延焼危険度を図示したものである。 
 
 
 
 
 
図 5-3 地域別延焼危険度測定 平成 28 年（再掲） 
（東京消防庁：「東京都の地震時における地域別延焼危険度測定（第 9 回）」27）より引用） 
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5-2 新たな延焼危険性が高い地域の検証方法 
 前節で整理した三つの評価手法に加えて、本研究で作成した形成防災生活圏及び危険ク
ラスタデータを活用し、新たな延焼危険性が高い地域の検証を行う。以下に手順を示す。 
 
① 危険クラスタデータのうち、既に地震火災による被害が予測されている地域内にある
クラスタを除外する。その基準は「整備地域及び木造住宅密集地域に指定されている地域
にあるクラスタ」である。 
 
② ①で抽出したクラスタデータから、比較的安全と評価されている地域に属しているク
ラスタを抽出する。その基準は「地域別延焼危険度測定における危険度ランク 3 以下及
び形成されている防災生活圏の範囲内にあるクラスタ」である。 
 
③ ②で抽出されたクラスタデータのうち、延焼クラスタ内棟数 150 棟以上の危険クラス
タを抽出する。 
 
 
図 5-4 は平成 28 年の形成されている防災生活圏を示した図であり、図 5-5 は上記の条
件を満たした危険クラスタである。 
 
 
 
図 5-4 形成されている防災生活圏 
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図 5-5 検出された危険クラスタ 
 
 
 
 条件を満たした危険クラスタは 132 であった。この中からより危険性が高い地域を選定
するため、危険度ランク 2 以上の延焼クラスタが含まれる町丁目を新たな延焼危険性が高
い地域とした。 
図 5-6 は検出された町丁目と整備地域、木造住宅密集地域との位置関係を図示したもの
である。抽出された危険度ランク 2 以上の延焼クラスタの数は 4、新たな延焼危険性が高い
地域の町丁目数は 9 である。検出された地域と町丁目は以下のとおりである。 
 
 
地域① 江戸川区北葛西一丁目・二丁目 
地域② 世田谷区岡本一丁目・瀬田四丁目・瀬田五丁目 
地域③ 板橋区志村一丁目・前野町四丁目 
地域④ 足立区南花畑一丁目・三丁目 
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図 5-6 新たな延焼危険性が高い地域 
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5-3 新たな延焼危険性が高い地域の概要 
5-3-1 江戸川区北葛西一丁目、二丁目 
 一つ目の新たな延焼危険性が高い地域は、区部東部に位置する江戸川区北葛西一丁目及
び二丁目である。表 5-1 はこの地域の概要を示し、図 5-7 はこの地域を図示したものであ
る。西側に荒川と中川が流れており、市街地内には大型の耐火建築物やオープンスペースが
ある上、全体的に準耐火建築物が多く、平均不燃領域率は 79.3%と高い値になっている。し
かし、北東部をみると準耐火建築物の延焼限界距離未満で住宅が密集しているため、準耐火
建築物を多く含んだ危険クラスタが形成されてしまっている。この危険クラスタのクラス
タ内建物棟数は 700、面積は 97,888 ㎡、焼失率は 28.5%である。 
 
 
図 5-7 江戸川区北葛西一丁目、二丁目 平成 28 年 
 
 
表 5-1 江戸川区北葛西一丁目、二丁目 概要 平成 28 年 
 
 
 
 
区町丁目名 面積 延焼危険度 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
江戸川区北葛西一丁目576,172㎡ 3 83.2%
江戸川区北葛西二丁目501,023㎡ 3 75.0%
79.3% 97,888㎡ 700
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 図 5-8 は江戸川区北葛西一丁目及び二丁目の昭和 61 年時の市街地を図示したものであ
る。表 5-2 はこの地域の概要を示している。地域内の建物数は平成 28 年と比較して少な
く、オープンスペースが多くなっているが、裸木造、防火木造建築が多く、平均不燃領域
率は 58.9%となっている。中部から北東部にかけて危険クラスタが形成されており、平成
28 年と比較して危険クラスタ内棟数は約 20 棟多くなっているが、危険クラスタ面積では
約 18,000 ㎡大きくなっている。 
 
 
 
図 5-8 江戸川区北葛西一丁目、二丁目 昭和 61 年 
 
 
表 5-2 江戸川区北葛西一丁目、二丁目 概要 昭和 61 年 
 
  
区町丁目名 面積 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
江戸川区北葛西一丁目552,000㎡ 69.6%
江戸川区北葛西二丁目503,800㎡ 48.3%
58.9% 115,972㎡ 723
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5-3-2 世田谷区岡本一丁目、瀬田四丁目、瀬田五丁目 
 二つ目の新たな延焼危険性が高い地域は、区部南西部に位置する世田谷区岡本一丁目、瀬
田四丁目及び瀬田五丁目である。表 5-3 はこの地域の概要を示し、図 5-9 はこの地域を図
示したものである。北側境界線に首都高速 3 号線、東側境界線から南側境界線にかけて環
状八号線、国道 246 号線と幅員の大きな道路に囲まれた地域である。耐火・準耐火建築物
が多く、オープンスペースも多数あることから、平均不燃領域率は 62.0%となっている。し
かし、中心部から北東部にかけて木造住宅が密集しており、細長い形ではあるが延焼クラス
タが繋がってしまい、危険クラスタを形成している。この危険クラスタのクラスタ内建物棟
数は 603、面積は 119,559 ㎡、焼失率は 25.1%である。 
 
 
 
 
図 5-9 世田谷区岡本一丁目、瀬田四丁目、瀬田五丁目 平成 28 年 
 
 
表 5-3 世田谷区岡本一丁目、瀬田四丁目、瀬田五丁目 概要 平成 28 年 
 
区町丁目名 面積 延焼危険度 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
世田谷区岡本一丁目 255,157㎡ 3 56.3%
世田谷区瀬田四丁目 289,186㎡ 3 68.9%
世田谷区瀬田五丁目 232,862㎡ 3 58.5%
62.0% 119,559㎡ 603
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 図 5-10 は世田谷区岡本一丁目、瀬田四丁目及び瀬田五丁目の昭和 61 年時の市街地を図
示したものである。表 5-4 はこの地域の概要を示している。地域内の建物数は平成 28 年
と比較して少なく、オープンスペースが多くなっているが、裸木造、防火木造建築が多
く、平均不燃領域率は 41.0%となっている。平成 28 年と比較すると、地域内西部の市街
地も危険クラスタに含まれており、地域のほぼ全域に危険クラスタが形成されている。危
険クラスタ内棟数は平成 28 年より約 400 棟多い 1,019 棟、危険クラスタ面積も 276,674
㎡で 2 倍以上となっている。 
 
 
 
 
図 5-10 世田谷区岡本一丁目、瀬田四丁目、瀬田五丁目 昭和 61 年 
 
 
表 5-4 世田谷区岡本一丁目、瀬田四丁目、瀬田五丁目 概要 昭和 61 年 
 
 
  
区町丁目名 面積 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
世田谷区岡本一丁目 253,300㎡ 40.8%
世田谷区瀬田四丁目 291,800㎡ 51.1%
世田谷区瀬田五丁目 233,200㎡ 31.1%
41.0% 276,674㎡ 1,019
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5-3-3 板橋区志村一丁目、前野町四丁目 
 三つ目の新たな延焼危険性が高い地域は、区部北部に位置する世板橋区志村一丁目及び
前野町四丁目である。表 5-5 はこの地域の概要を示し、図 5-11 はこの地域を図示したもの
である。中央を首都高速 5 号線、北東側境界線に中山道が通る地域である。東側に工場を中
心とした耐火建築物が多く、平均不燃領域率は 73.6%と高い値になっている。しかし、首都
高速 5 号線北側に木造住宅が密集しており、危険クラスタを形成している。この危険クラ
スタのクラスタ内建物棟数は 534、面積は 67,742 ㎡、焼失率は 22.6%である。 
 
 
 
図 5-11 世板橋区志村一丁目、前野町四丁目 平成 28 年 
 
 
表 5-5 板橋区志村一丁目、前野町四丁目 概要 平成 28 年 
 
 
 
 
 
区町丁目名 面積 延焼危険度 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
板橋区志村一丁目 284,456㎡ 3 76.5%
板橋区前野町四丁目 247,236㎡ 3 70.1%
73.6% 67,742㎡ 534
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 図 5-12 は世田谷区岡本一丁目、瀬田四丁目及び瀬田五丁目の昭和 61 年時の市街地を図
示したものである。表 5-6 はこの地域の概要を示している。平成 28 年と比較して耐火造建
築が少なく、裸木造、防火木造建築が多くなっており、平均不燃領域率は 40.2%となってい
る。平成 28 年と比較すると、地域内北部の市街地も危険クラスタに含まれており、危険ク
ラスタ内棟数は約 200 棟多い 710 棟、危険クラスタ面積も 2 倍近い 117,062 ㎡となってい
る。 
 
 
 
 
図 5-12 世板橋区志村一丁目、前野町四丁目 昭和 61 年 
 
 
表 5-6 板橋区志村一丁目、前野町四丁目 概要 昭和 61 年 
 
 
 
  
区町丁目名 面積 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
板橋区志村一丁目 286,800㎡ 40.8%
板橋区前野町四丁目 248,400㎡ 39.6%
40.2% 117,062㎡ 710
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5-3-4 足立区南花畑一丁目、三丁目 
 四つ目の新たな延焼危険性が高い地域は、区部北西部に位置する足立区南花畑一丁目及
び三丁目である。表 5-7 はこの地域の概要を示し、図 5-13 はこの地域を図示したものであ
る。北側から東側の境界線にかけて綾瀬川が通る地域である。準耐火建築物が多く、平均不
燃領域率は 58.0%で今回抽出された地域の中で一番低い数値となっている。中央部を中心
に木造住宅が密集しており、危険クラスタを形成している。この危険クラスタのクラスタ内
建物棟数は 520、面積は 79,541 ㎡、焼失率は 22.1%である。 
 
 
 
図 5-13 足立区南花畑一丁目、三丁目 平成 28 年 
 
 
表 5-7 足立区南花畑一丁目、三丁目 概要 平成 28 年 
 
 
 
 
 
区町丁目名 面積 延焼危険度 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
足立区南花畑一丁目 176,550㎡ 3 61.5%
足立区南花畑三丁目 258,071㎡ 3 55.9%
58.0% 79,541㎡ 520
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 図 5-14は足立区南花畑一丁目及び三丁目の昭和61年時の市街地を図示したものである。
表 5-8 はこの地域の概要を示している。平成 28 年と比較して耐火造、準耐火造建築が少な
く、裸木造、防火木造建築が多くなっており、平均不燃領域率は 31.1%となっている。平成
28 年と比較すると、地域内北部の幹線道路も開通しておらず、その影響で北部の市街地も
危険クラスタに含まれている。危険クラスタ内棟数は平成 28 年と比較して約 300 棟多い
802 棟、危険クラスタ面積も 2 倍近い 149925 ㎡となっている。 
 
 
 
図 5-14 足立区南花畑一丁目、三丁目 昭和 61 年 
 
 
表 5-8 足立区南花畑一丁目、三丁目 概要 昭和 61 年 
 
  
区町丁目名 面積 不燃領域率 平均不燃領域率 危険クラスタ面積 危険クラスタ内建物数
足立区南花畑一丁目 174,400㎡ 35.9%
足立区南花畑三丁目 259,900㎡ 26.2%
31.1% 149,925㎡ 802
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5-4 小括 
 本章では、既存の防災性能評価手法と、本研究で提案した延焼クラスタによる防災性能評
価手法を活用し、既存の防災性能評価手法では検出されなかった新たな延焼危険性が高い
地域の検証を行った。 
 その結果、焼失率 20%以上である危険度ランク 2 クラスタが 4 地域で検出された。これ
らの地域の特徴は、不燃領域率が高いにも関わらず延焼危険度が高い危険クラスタが存在
することであり、これらの地域に対する地震火災対策も優先的に行う必要があることが分
かった。 
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 総括 
 本章では、第 5 章までの内容をまとめた後に、結論と今後の課題について述べる。 
 
6-1 各章のまとめ 
 第 1 章では、東京都の地震火災対策の喫緊性と防災都市づくり推進計画の現状に触れ、
延焼クラスタによる空間特性を考慮した評価手法の必要性について述べた。また、本研究の
目的として「不燃領域率が低い時期から高くなる時期にかけて、不燃領域率と延焼クラスタ
による延焼危険性評価の差異を検証することにより延焼クラスタの評価特性を把握し、延
焼クラスタを活用することにより従来の評価手法では検出されなかった新たな延焼危険性
が高い地域を検証すること」を示した。 
 
 第 2 章では、建物データから延焼クラスタデータを作成し、東京都区部の延焼危険性評
価を行った。延焼クラスタ内に含まれる棟数と焼失率の関係をグラフ化し、それを基に延焼
クラスタをランク付けすることにより、延焼クラスタスケールと危険性の関係の基準を設
定した（図 6-1、表 6-1）。 
 
 
図 6-1 延焼クラスタ内棟数別焼失確率（再掲） 
 
表 6-1 延焼クラスタ危険度ランク（再掲） 
 
 
また、昭和 61 年から平成 28 年までの東京都区部に対して、作成したランクを基に延焼
危険性評価を行い、危険クラスタの割合の推移について明らかにした（図 6-2）。大規模な
延焼クラスタ内棟数 危険度ランク
150 - 500棟 1
501 - 1000棟 2
1001 - 2500棟 3
2501棟以上 4
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火災に対しての物的状況は長期的にみて改善されていると言えるが、杉並区をはじめ未だ
延焼危険性が残る地域もあり、このような地域の優先的な市街地整備が必要であることを
明らかにした（図 6-3）。 
 
 
 
図 6-2 区部全体の危険クラスタの割合の推移（再掲） 
 
 
図 6-3 危険クラスタ分布図 平成 28 年（再掲） 
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 第 3 章では、延焼クラスタと不燃領域率による延焼危険性評価の比較を行った。図 6-4、
図 6-5 は延焼クラスタと不燃領域率の延焼危険性評価の推移を表したグラフである。不燃
領域率による評価では、区部における延焼危険性は大幅に改善が進んでいると言える。一方、
延焼クラスタによる評価では、延焼危険性の改善は緩やかに進んではいるが、現在の市街地
においても延焼危険性の高い地域は一定数以上残っているということを示している。昨今
の市街地における延焼危険性評価では、延焼クラスタによる評価の方が地域に存在する延
焼危険性を検知しやすいことを明らかにした。 
 
 
図 6-4 延焼クラスタ 焼失率 7%以上の面積の割合の推移 昭和 61 年～平成 28 年 
（再掲） 
 
 
図 6-5 不燃領域率 焼失率 7%以上の面積の割合の推移 昭和 61 年～平成 28 年 
（再掲） 
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 第 4 章では、防災生活圏評価手法の提案を行った。その結果、今まで防災都市づくり推進
計画では行われていなかった未形成防災生活圏を示すことができた（図 6-6）。また、防災
生活圏をまたがる延焼クラスタを活用することによって、より詳細な地域の延焼危険性評
価が行えることを示した（図 6-7）。 
 
 
図 6-6 未形成防災生活圏 平成 28 年（再掲） 
 
 
図 6-7 防災生活圏をまたがる延焼クラスタ 平成 28 年（再掲） 
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 第 5 章では、既存の防災性能評価手法と、本研究で提案した延焼クラスタによる防災性
能評価手法を活用し、既存の防災性能評価手法では検出されなかった新たな延焼危険性が
高い地域の検証を行った結果、焼失率 20%以上である危険度ランク 2 クラスタが 4 地域で
検出された（図 6-8）。これらの地域の特徴は、不燃領域率が高いにも関わらず延焼危険度
が高い危険クラスタが存在することであり、これらの地域に対する地震火災対策も優先的
に行う必要があることを明らかにした。 
 
 
図 6-8 新たな延焼危険性が高い地域（再掲） 
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6-2 結論 
 本節では、研究仮説と研究目的の検証を行う。 
  
 研究仮説①「不燃領域率が低い時期から改善されていく時期において、どの時期において
も延焼クラスタによる延焼危険性評価の方がより精緻に市街地を評価するため、延焼危険
性が不燃領域率より高く評価される傾向にある。」は、平成 8 年以前の市街地に対する評価
では当てはまらず、不燃領域率の方がより広範囲に延焼危険性が高い地域を検出した。しか
し、平成 13 年以降においては仮説通りとなり、近年に近づくにつれ、その傾向は強くなっ
ていった。これは、東京の市街地整備が順調に進んできたとすると、市街地整備が進んでい
ないほど不燃領域率の方がより広範囲に延焼危険性が高い地域を検出し、市街地整備が進
んでいるほど延焼クラスタの方がより広範囲に延焼危険性が高い地域を検出する、という
ことになる。延焼クラスタが延焼の連担する建物群のみを表していることから、市街地整備
が進んでいない時期においては、不燃領域率評価で延焼危険性が高い地域の中から危険ク
ラスタが存在する地域のみを表すので、延焼クラスタ評価によって整備を優先すべき地区
を選定することができることが分かった。また、市街地整備がある程度進んだ時期において
は、延焼クラスタによって不燃領域率では検出できなかった延焼危険性が高い地域を検出
できることが分かった。 
 
 研究仮説②「今まで行われてこなかった防災都市づくり推進計画における防災生活圏の
形成状況評価を、延焼クラスタを活用することによって行うことができる。」は、防災生活
圏をまたがる延焼クラスタデータを活用することにより、防災生活圏形成状況評価を行う
ことができた。また、防災生活圏をまたがる延焼クラスタによる評価では、杉並区、中野区、
練馬区、品川区など、危険クラスタが多い区は防災生活圏の形成が進んでいないことが分か
った。一方、防災生活圏をまたがる延焼クラスタ割合が 5%を下回る区は文京区、台東区、
新宿区、荒川区、葛飾区で、これらの区は防災生活圏をまたがる延焼クラスタが少なく、防
災生活圏整備が進んでいると言える。また、防災生活圏をまたがる延焼クラスタが存在しな
い区は中央区、千代田区、渋谷区、港区、江東区の 5 区であることが分かった。 
 
 研究仮説③「従来の評価手法では延焼危険性が低い地域であっても、延焼クラスタでは延
焼危険性が高い地域は多数存在する。」は、整備地域及び木造住宅密集地域ではなく、延焼
危険度測定においてランク 3 以下及び形成されている防災生活圏の地域の中で、焼失率 7%
以上の危険クラスタが存在する地域が 132 箇所検出されたことから、仮説を立証すること
ができた。 
 
以上のように、本研究の目的である「不燃領域率が低い時期から高くなる時期にかけて、
不燃領域率と延焼クラスタによる延焼危険性評価の差異を検証することにより延焼クラス
第 6章 総括 
123 
 
タの評価特性を把握し、延焼クラスタを活用することにより従来の評価手法では検出され
なかった新たな延焼危険性が高い地域を検証すること」は、研究仮説③を立証するに当たっ
て検出した地域の内、特に延焼危険性が高い危険度ランクの地域を 4 箇所（9 町丁目）検出
できたことから、研究目的を達成できたと言える。 
東京都における地震火災対策は、不燃領域率や地域危険度などによって指定された、防災
都市づくり推進計画の整備地域・重点整備地域などは延焼危険性が非常に高く、これらの地
域の整備が最優先であることは疑いようがない。延焼クラスタによる評価でも、ほぼ同様の
結果が出ていることがそれを裏付けている。しかし、本研究で抽出した新たな延焼危険性が
高い地域も、区部全体の 15%にしか存在しない、危険度ランク 2 の延焼クラスタを含んで
いる地域である。その延焼危険性を考慮すると、これらの地域も整備を優先的に行うべき地
域である。防災都市づくり推進計画の整備地域指定のような都レベルでの対応が難しいな
らば、区レベルや地区レベルでの対応を考えていく必要がある地域だと言える。 
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6-3 今後の課題 
本節では、以下に本研究で行えなかった今後の課題を示す。 
 
6-3-1 より現実に即した延焼クラスタデータの作成とその評価方法の検討 
 本研究では、加藤らの計算式 15)と東京消防庁の出火率 24)を基に延焼クラスタの危険度ラ
ンク付けを行うことにより、危険クラスタの分布を地図上に可視化することができた。今後
はより精緻な評価を行うために、風向等を考慮した加藤らの計算式 21)を採用した延焼クラ
スタデータを作成する、建築密度や容積率を加味した評価を行う等をする必要性がある。 
 
6-3-2 延焼クラスタ分割施策の提言 
 本研究では、過去の市街地に存在した危険クラスタの分布を示し、その変容を明らかにし
た。しかし、危険クラスタが減少している区や増加している区を明らかにすることはできた
が、その変容の要因を分析することができなかった。今後は危険クラスタが分割する要因を
明らかにし、効率的に市街地の延焼危険性を減少させる施策の提言まで発展させるのが理
想である。 
 
6-3-3 不燃領域率の評価方法 
 本研究では、不燃領域率の算定に、市街地状況調査の市街地データと国勢調査の町丁目境
界データを使用した。しかし、市街地状況調査の空地の基準が年度によって多少異なること
や、国勢調査データが平成 8 年以前のものがなく、筆者が目視で修正したことなどから、今
後は統一の基準で比較を行うため、データの精度を向上させる方法を検討する必要がある。
また、平成 8 年以前の市街地状況調査のデータには準耐火造がなく、この年度を境に不燃
領域率の評価が大きく変わっているため、この期間にどのような市街地変容が起きたか分
析することができなかった。延焼クラスタデータには準耐火造以前に使われていた簡易耐
火造データがあり、これを活用することにより準耐火造の影響をある程度取り除いた評価
を行うことができた。よって、今後はより詳細な分析を行うために、不燃領域率においても
簡易耐火造データを用いて、準耐火造の影響を除いた評価を行う必要がある。 
 
6-3-4 防災生活圏をまたがる延焼クラスタの定義 
 本研究では、防災生活圏をまたがるクラスタを、防災生活圏境界を 10,000 ㎡以上超えて
いる延焼クラスタ、と定義付けて評価を行った。しかし、一般的に延焼クラスタの危険性評
価は建築棟数で行うことが多く、危険度ランクでも建築棟数ベースで評価を行っていたの
で、本来であれば防災生活圏をまたがる延焼クラスタも同様に建築棟数ベースで検出する
ことが望ましい。本研究では、建築棟数ベースでの検出方法が上手く設定できなかったため、
面積ベースで定義付けを行ったが、今後は評価基準を揃えるために建築棟数ベースでの定
義付け、並びに対象クラスタの検出方法を考える必要がある。 
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6-3-5 延焼クラスタによる小規模な市街地の評価 
 本研究では、延焼クラスタと不燃領域率による評価を比較するため、区単位での評価を行
った。結果として近年の市街地においては、不燃領域率は延焼クラスタと比較して延焼危険
性を過小評価する傾向があり、不燃領域率が高い地域においても危険クラスタが存在する
ことを明らかにした。今後は延焼クラスタの特性を活かし、第 5 章の新たな延焼危険性が
高い地域の概要で示したように、町丁目の中から危険クラスタが存在する地域を示すよう
な評価を行い、地域特性に応じた地震火災対策を進めていく必要がある。 
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資料 1 不燃領域率 
 
 資料 1 では、第 3 章では不燃領域率 50%以下の地域のみを表した図のみしか載せられなかったので、参考と
して区部全体の不燃領域率を示した図を載せた。 
 
 
図 不燃領域率 昭和 61 年 
 
図 不燃領域率 平成 3 年 
 134 
 
資料 1 不燃領域率 
 
 
 
 
図 不燃領域率 平成 8 年 
 
 
図 不燃領域率 平成 13 年 
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資料 1 不燃領域率 
 
 
 
図 不燃領域率 平成 18 年 
 
 
 
図 不燃領域率 平成 23 年 
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資料 1 不燃領域率 
 
 
 
図 不燃領域率 平成 28 年 
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資料 2 不燃領域率算出用 市街地状況調査変更内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
平成28年
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
神田司町 神田司町二丁目を神田司町に修正
神田多町 神田多町二丁目を神田多町に修正
神田鍛冶町 神田鍛冶町三丁目を神田鍛冶町に修正
四谷坂町 坂町を四谷坂町に修正
戸塚町 戸塚町一丁目を戸塚町に修正
入谷四丁目 松が谷四丁目の不燃領域率を採用
鴬谷町 鶯谷町を鴬谷町に修正
松涛１丁目 松濤を松涛に修正
松涛２丁目 〃
桐ヶ丘１丁目 桐ケ丘を桐ヶ丘に修正
桐ヶ丘２丁目 〃
西ヶ原１丁目 西ケ原を西ヶ原に修正
西ヶ原２丁目 〃
西ヶ原３丁目 〃
西ヶ原４丁目 〃
入谷町，舎人町 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
瑞江四丁目 西瑞江二丁目の不燃領域率を採用
東瑞江三丁目 西瑞江二丁目の不燃領域率を採用
多摩川河川敷（下流） 対応データなし⇒削除
平成23年
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
神田司町 神田司町二丁目を神田司町に修正
神田多町 神田多町二丁目を神田多町に修正
神田鍛冶町 神田鍛冶町三丁目を神田鍛冶町に修正
戸塚町 戸塚町一丁目を戸塚町に修正
青海３丁目 青海二丁目の不燃領域率を採用
青海４丁目 〃
夢の島１丁目 夢の島の不燃領域率を採用
夢の島２丁目 〃
夢の島３丁目 〃
若洲１丁目 若洲の不燃領域率を採用
若洲２丁目 〃
若洲３丁目 〃
鴬谷町 鶯谷町を鴬谷町に修正
松涛１丁目 松濤を松涛に修正
松涛２丁目 〃
桐ヶ丘１丁目 桐ケ丘を桐ヶ丘に修正
桐ヶ丘２丁目 〃
西ヶ原１丁目 西ケ原を西ヶ原に修正
西ヶ原２丁目 〃
西ヶ原３丁目 〃
西ヶ原４丁目 〃
入谷町，舎人町 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
金町浄水場 金町を金町浄水場に修正
多摩川河川敷（下流） 対応データなし⇒削除
平成18年
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
神田司町 神田司町二丁目を神田司町に修正
神田多町 神田多町二丁目を神田多町に修正
神田鍛冶町 神田鍛冶町三丁目を神田鍛冶町に修正
日本橋蠣殻町１丁目 日本橋蛎殻町を日本橋蠣殻町に修正
日本橋蠣殻町２丁目 〃
戸塚町 戸塚町一丁目を戸塚町に修正
鴬谷町 鶯谷町を鴬谷町に修正
松涛１丁目 松濤を松涛に修正
松涛２丁目 〃
桐ヶ丘１丁目 桐ケ丘を桐ヶ丘に修正
桐ヶ丘２丁目 〃
西ヶ原１丁目 西ケ原を西ヶ原に修正
西ヶ原２丁目 〃
西ヶ原３丁目 〃
西ヶ原４丁目 〃
入谷町，舎人町 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
多摩川河川敷（下流） 対応データなし⇒削除
平成13年
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
神田司町 神田司町二丁目を神田司町に修正
神田多町 神田多町二丁目を神田多町に修正
神田鍛冶町 神田鍛冶町三丁目を神田鍛冶町に修正
戸塚町 戸塚町一丁目を戸塚町に修正
鴬谷町 鶯谷町を鴬谷町に修正
松涛１丁目 松濤を松涛に修正
松涛２丁目 〃
赤羽５丁目 赤羽西五丁目を赤羽5丁目に修正
桐ヶ丘１丁目 桐ケ丘を桐ヶ丘に修正
桐ヶ丘２丁目 〃
西ヶ原１丁目 西ケ原を西ヶ原に修正
西ヶ原２丁目 〃
西ヶ原３丁目 〃
西ヶ原４丁目 〃
入谷町，舎人町 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
西竹の塚２丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
東伊興３丁目 伊興町前沼と東伊興町の平均不燃領域率を採用
伊興本町１丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
伊興本町２丁目 東伊興町の不燃領域率を採用
小松川 小松川四丁目を小松川に修正
東瑞江 東瑞江二丁目を東瑞江に修正
多摩川河川敷（下流） 対応データなし⇒削除
資料 2 では、第 3 章で不燃領域率を算出する際に、町丁目境界データに対応する市街地状況調査のデ
ータが存在しなかった町丁目を書き出し、どのように対応したのかを記す。 
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資料 2 不燃領域率算出用 市街地状況調査変更内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成8年
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
霞が関一丁目 霞ガ関を霞が関に修正
霞が関二丁目 〃
霞が関三丁目 〃
神田司町 神田司町二丁目を神田司町に修正
神田多町 神田多町二丁目を神田多町に修正
鍛冶町一丁目 鍛治町を鍛冶町に修正
鍛冶町二丁目 〃
神田鍛冶町 神田鍛冶町三丁目を神田鍛冶町に修正
八重洲一丁目 八重州を八重洲に修正
八重洲二丁目 〃
日本橋中洲 日本橋中州を日本橋中洲に修正
晴海一丁目 晴海町を晴海に修正
晴海二丁目 〃
晴海三丁目 〃
晴海四丁目 〃
晴海五丁目 〃
台場一丁目 台場の不燃領域率を採用
台場二丁目 〃
箪笥町 箪筍町を箪笥町に修正
築地町 筑地町を築地町に修正
戸塚町 戸塚町一丁目を戸塚町に修正
豊洲一丁目 豊州を豊洲に修正
豊洲二丁目 〃
豊洲三丁目 〃
豊洲四丁目 〃
豊洲五丁目 〃
豊洲六丁目 〃
夢の島 夢ノ島を夢の島に修正
若洲 若州を若洲に修正
鴬谷町 鶯谷町を鴬谷町に修正
赤羽５丁目 赤羽西五丁目を赤羽5丁目に修正
桐ヶ丘１丁目 桐ケ丘を桐ヶ丘に修正
桐ヶ丘２丁目 〃
西ヶ原１丁目 西ケ原を西ヶ原に修正
西ヶ原２丁目 〃
西ヶ原３丁目 〃
西ヶ原４丁目 〃
入谷町，舎人町 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
千住龍田町 千住竜田町を千住龍田町に修正
千住中居町 千住仲居町を千住中居町に修正
西竹の塚２丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
東伊興３丁目 伊興町前沼と東伊興町の平均不燃領域率を採用
古千谷本町一丁目 古千谷三丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町二丁目 古千谷四丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町三丁目 古千谷五丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町四丁目 古千谷五丁目の不燃領域率を採用
伊興本町１丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
伊興本町２丁目 東伊興町の不燃領域率を採用
舎人公園 古千谷一丁目と古千谷二丁目の平均不燃領域率を採用
四つ木一丁目 四ツ木を四つ木に修正
四つ木二丁目 〃
四つ木三丁目 〃
四つ木四丁目 〃
四つ木五丁目 〃
東四つ木一丁目 東四ツ木を東四つ木に修正
東四つ木二丁目 〃
東四つ木三丁目 〃
東四つ木四丁目 〃
小松川 小松川四丁目を小松川に修正
瑞江二丁目 西瑞江二丁目の不燃領域率を採用
東瑞江 東瑞江二丁目を東瑞江に修正
上一色一丁目 上一色町を上一色に修正
上一色二丁目 〃
上一色三丁目 〃
城南島三丁目 対応データなし⇒削除
城南島七丁目 対応データなし⇒削除
多摩川河川敷（下流） 対応データなし⇒削除
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資料 2 不燃領域率算出用 市街地状況調査変更内容 
 
 
 
 
平成3年
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
霞が関一丁目 霞ガ関を霞が関に修正
霞が関二丁目 〃
霞が関三丁目 〃
神田司町 神田司町二丁目を神田司町に修正
神田多町 神田多町二丁目を神田多町に修正
鍛冶町一丁目 鍛治町を鍛冶町に修正
鍛冶町二丁目 〃
神田鍛冶町 神田鍛冶町三丁目を神田鍛冶町に修正
日本橋堀留町一丁目 日本橋掘留町を日本橋堀留町に修正
日本橋堀留町二丁目 〃
日本橋中洲 日本橋中州を日本橋中洲に修正
晴海一丁目 晴海町を晴海に修正
晴海二丁目 〃
晴海三丁目 〃
晴海四丁目 〃
晴海五丁目 〃
台場一丁目 港南五丁目の不燃領域率を採用
台場二丁目 〃
霞岳町 霞岳町を霞岳町に修正
揚場町 楊場町を揚場町に修正
津久戸町 津戸町を津久戸町に修正
築地町 筑地町を築地町に修正
戸塚町 戸塚町一丁目を戸塚町に修正
横網一丁目 横綱を横網に修正
横網二丁目 〃
常盤一丁目 常磐を常盤に修正
常盤二丁目 〃
夢の島 夢ノ島を夢の島に修正
若洲 若州を若洲に修正
平町一丁目 平野を平町に修正
平町二丁目 〃
城南島四丁目 城南島二丁目の不燃領域率を採用
城南島五丁目 城南島二丁目の不燃領域率を採用
鴬谷町 鶯谷町を鴬谷町に修正
富ケ谷一丁目 富ヶ谷を富ケ谷に修正
富ケ谷二丁目 〃
幡ケ谷一丁目 幡ヶ谷を幡ケ谷に修正
幡ケ谷二丁目 〃
幡ケ谷三丁目 〃
千駄ケ谷一丁目 千駄ヶ谷を千駄ケ谷に修正
千駄ケ谷二丁目 〃
千駄ケ谷三丁目 〃
千駄ケ谷四丁目 〃
千駄ケ谷五丁目 〃
千駄ケ谷六丁目 〃
千早一丁目 千早町を千早に修正
千早二丁目 〃
千早三丁目 〃
千早四丁目 〃
千川一丁目 千川町を千川に修正
千川二丁目 〃
赤羽五丁目 赤羽西五丁目の不燃領域率を採用
田端新町三丁目 田端新橋を田端新町に修正
上石神井四丁目 上石神井二丁目の不燃領域率を採用
足立四丁目 安達を足立に修正
伊興町狭間 伊興町協間を伊興町狭間に修正
入谷町，舎人町 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
千住東一丁目 千住東町を千住東に修正
千住東二丁目 〃
千住龍田町 千住竜田町を千住龍田町に修正
千住中居町 千住仲居町を千住中居町に修正
西竹の塚二丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
東伊興三丁目 伊興町前沼と東伊興町の平均不燃領域率を採用
古千谷本町一丁目 古千谷三丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町二丁目 古千谷四丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町三丁目 古千谷五丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町四丁目 古千谷五丁目の不燃領域率を採用
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
伊興本町一丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
伊興本町二丁目 東伊興町の不燃領域率を採用
舎人公園 古千谷一丁目と古千谷二丁目の平均不燃領域率を採用
四つ木一丁目 四ツ木を四つ木に修正
四つ木二丁目 〃
四つ木三丁目 〃
四つ木四丁目 〃
四つ木五丁目 〃
東四つ木一丁目 東四ツ木を東四つ木に修正
東四つ木二丁目 〃
東四つ木三丁目 〃
東四つ木四丁目 〃
小松川 小松川四丁目を小松川に修正
瑞江二丁目 西瑞江二丁目の不燃領域率を採用
東瑞江 東瑞江二丁目を東瑞江に修正
鹿骨六丁目 鹿骨町の不燃領域率を採用
上一色一丁目 上一色町を上一色に修正
上一色二丁目 〃
上一色三丁目 〃
篠崎町八丁目 谷河内一丁目と鹿骨町の平均不燃領域率を採用
東篠崎一丁目 東篠崎町の不燃領域率を採用
東篠崎二丁目 〃
北篠崎一丁目 北篠崎町を北篠崎に修正
北篠崎二丁目 〃
上篠崎一丁目 上篠崎町を上篠崎に修正
上篠崎二丁目 〃
上篠崎三丁目 〃
上篠崎四丁目 〃
臨海町二丁目 臨海間を臨海町に修正
谷河内一丁目 谷河内町を谷河内に修正
谷河内二丁目 〃
東松本一丁目 松本町の不燃領域率を採用
東松本二丁目 〃
西篠崎一丁目 鹿骨町の不燃領域率を採用
西篠崎二丁目 〃
東八潮 港区を品川区に修正
足立区入谷一丁目 入谷町の不燃領域率を採用
足立区入谷二丁目 〃
佐賀一丁目 墨田区を江東区へ修正
佐賀二丁目 〃
福住一丁目 〃
福住二丁目 〃
永代一丁目 〃
永代二丁目 〃
牡丹一丁目 〃
牡丹二丁目 〃
牡丹三丁目 〃
古石場一丁目 〃
古石場二丁目 〃
古石場三丁目 〃
越中島一丁目 〃
越中島二丁目 〃
越中島三丁目 〃
門前仲町一丁目 〃
門前仲町二丁目 〃
富岡一丁目 〃
富岡二丁目 〃
深川一丁目 〃
深川二丁目 〃
清澄一丁目 〃
清澄二丁目 〃
清澄三丁目 〃
冬木 〃
平野一丁目 〃
平野二丁目 〃
平野三丁目 〃
平野四丁目 〃
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資料 2 不燃領域率算出用 市街地状況調査変更内容 
 
 
  
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
三好一丁目 墨田区を江東区へ修正
三好二丁目 〃
三好三丁目 〃
三好四丁目 〃
白河一丁目 〃
白河二丁目 〃
白河三丁目 〃
白河四丁目 〃
千石一丁目 〃
千石二丁目 〃
千石三丁目 〃
扇橋一丁目 〃
扇橋二丁目 〃
扇橋三丁目 〃
千田 〃
石島 〃
海辺 〃
猿江一丁目 〃
猿江二丁目 〃
住吉一丁目 〃
住吉二丁目 〃
羽田空港三丁目 対応データなし⇒削除
城南島三丁目 対応データなし⇒削除
城南島六丁目 対応データなし⇒削除
城南島七丁目 対応データなし⇒削除
一之江七丁目 対応データなし⇒削除
堀江町 対応データなし⇒削除
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資料 2 不燃領域率算出用 市街地状況調査変更内容 
 
 
 
 
 
昭和62年
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
内幸町一丁目 内幸町1を内幸町一丁目に修正
内幸町二丁目 内幸町2を内幸町二丁目に修正
霞が関一丁目 霞ガ関を霞が関に修正
霞が関二丁目 〃
霞が関三丁目 〃
神田司町 神田司町二丁目を神田司町に修正
神田多町 神田多町二丁目を神田多町に修正
鍛冶町一丁目 鍛治町を鍛冶町に修正
鍛冶町二丁目 〃
神田鍛冶町 神田鍛冶町三丁目を神田鍛冶町に修正
湊一丁目 港を湊に修正
湊二丁目 〃
湊三丁目 〃
日本橋小舟町 日本橋小船町を日本橋小舟町に修正
日本橋堀留町一丁目 日本橋掘留町を日本橋堀留町に修正
日本橋堀留町二丁目 〃
日本橋蠣殻町一丁目 日本橋蛎殻町を日本橋蠣殻町に修正
日本橋蠣殻町二丁目 〃
港南一丁目 江南を港南に修正
港南二丁目 〃
港南三丁目 〃
港南四丁目 〃
港南五丁目 〃
台場一丁目 港南五丁目の不燃領域率を採用
台場二丁目 〃
若葉一丁目 若葉町を若葉に修正
若葉二丁目 〃
若葉三丁目 〃
南榎町 南榎木町を南榎町に修正
榎町 榎木町を榎町に修正
東榎町 東榎木町を東榎町に修正
早稲田鶴巻町 早稲田弦巻を早稲田鶴巻町に修正
河田町 市谷ﾔｶﾜﾀﾞﾁｮｳを河田町に修正
戸塚町 戸塚町一丁目を戸塚町に修正
西片一丁目 西方を西片に修正
西片二丁目 〃
太平一丁目 大平を太平に修正
太平二丁目 〃
太平三丁目 〃
太平四丁目 〃
常盤一丁目 常磐を常盤に修正
常盤二丁目 〃
夢の島 夢の島一丁目を夢の島に修正
北嶺町 北峯町を北嶺町に修正
仲池上一丁目 中池上を仲池上に修正
仲池上二丁目 〃
羽田旭町 羽田朝日町を羽田旭町に修正
東海二丁目 大井埠頭一丁目の不燃領域率を採用
東海三丁目 〃
東海六丁目 〃
鴬谷町 鶯谷町を鴬谷町に修正
円山町 丸山町を円山町に修正
松涛一丁目 松濤一丁目を松涛に修正
松涛二丁目 〃
富ケ谷一丁目 富ヶ谷を富ケ谷に修正
富ケ谷二丁目 〃
幡ケ谷一丁目 幡ヶ谷を幡ケ谷に修正
幡ケ谷二丁目 〃
幡ケ谷三丁目 〃
千駄ケ谷一丁目 千駄ヶ谷を千駄ケ谷に修正
千駄ケ谷二丁目 〃
千駄ケ谷三丁目 〃
千駄ケ谷四丁目 〃
千駄ケ谷五丁目 〃
千駄ケ谷六丁目 〃
白鷺一丁目 白鷺町を白鷺に修正
白鷺二丁目 〃
白鷺三丁目 〃
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
堀ノ内一丁目 堀之内を堀ノ内に修正
堀ノ内二丁目 〃
堀ノ内三丁目 〃
阿佐谷南一丁目 阿佐ヶ谷南を阿佐谷南に修正
阿佐谷南二丁目 〃
阿佐谷南三丁目 〃
阿佐谷北一丁目 阿佐ヶ谷北を阿佐谷北に修正
阿佐谷北二丁目 〃
阿佐谷北三丁目 〃
阿佐谷北四丁目 〃
阿佐谷北五丁目 〃
阿佐谷北六丁目 〃
雑司が谷一丁目 雑司ヶ谷を雑司が谷に修正
雑司が谷二丁目 〃
雑司が谷三丁目 〃
千早一丁目 千早町を千早に修正
千早二丁目 〃
千早三丁目 〃
千早四丁目 〃
千川一丁目 千川町を千川に修正
千川二丁目 〃
赤羽五丁目 赤羽西五丁目の不燃領域率を採用
谷原一丁目 矢原を谷原に修正
谷原二丁目 〃
谷原三丁目 〃
谷原四丁目 〃
谷原五丁目 〃
谷原六丁目 〃
上石神井二丁目 上石神井一丁目の不燃領域率を採用
上石神井三丁目 上石神井一丁目の不燃領域率を採用
上石神井四丁目 上石神井一丁目の不燃領域率を採用
下石神井一丁目 下石神井台を下石神井に修正
下石神井二丁目 〃
下石神井三丁目 〃
下石神井四丁目 〃
下石神井五丁目 〃
下石神井六丁目 〃
関町東一丁目 関町二丁目と上石神井一丁目の平均不燃領域率を採用
関町東二丁目 〃
南大泉六丁目 南大泉と西大泉の平均不燃領域率を採用
伊興一丁目 ｲｺｳﾏﾁｵｵｻﾞｶｲの不燃領域率を採用
伊興二丁目 〃
伊興三丁目 〃
伊興四丁目 伊興町本町の不燃領域率を採用
伊興五丁目 〃
入谷町，舎人町 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
入谷一丁目 入谷町の不燃領域率を採用
入谷二丁目 〃
入谷三丁目 〃
入谷四丁目 〃
入谷五丁目 〃
入谷六丁目 〃
入谷七丁目 舎人町の不燃領域率を採用
入谷八丁目 〃
入谷九丁目 〃
千住宮元町 千住宮本町を千住宮元町に修正
舎人六丁目 入谷町と舎人町の平均不燃領域率を採用
西伊興一丁目 西伊興町の不燃領域率を採用
西伊興二丁目 〃
西伊興三丁目 〃
西伊興四丁目 〃
西竹の塚一丁目 ｲｺｳﾏﾁｵｵｻﾞｶｲの不燃領域率を採用
西竹の塚二丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
東伊興一丁目 東伊興町の不燃領域率を採用
東伊興二丁目 〃
東伊興三丁目 伊興町前沼と東伊興町の平均不燃領域率を採用
一ツ家一丁目 一ツ屋を一ツ家に修正
一ツ家二丁目 〃
一ツ家三丁目 〃
一ツ家四丁目 〃
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資料 2 不燃領域率算出用 市街地状況調査変更内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
古千谷本町一丁目 古千谷三丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町二丁目 古千谷四丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町三丁目 古千谷五丁目の不燃領域率を採用
古千谷本町四丁目 古千谷五丁目の不燃領域率を採用
伊興本町一丁目 伊興町前沼の不燃領域率を採用
伊興本町二丁目 東伊興町の不燃領域率を採用
舎人公園 古千谷一丁目と古千谷二丁目の平均不燃領域率を採用
立石一丁目 立石町を立石に修正
立石二丁目 〃
立石三丁目 〃
立石四丁目 〃
立石五丁目 〃
立石六丁目 〃
立石七丁目 〃
立石八丁目 〃
東立石一丁目 東立石町を東立石に修正
東立石二丁目 〃
東立石三丁目 〃
東立石四丁目 〃
四つ木一丁目 四ツ木を四つ木に修正
四つ木二丁目 〃
四つ木三丁目 〃
四つ木四丁目 〃
四つ木五丁目 〃
東四つ木一丁目 東四ツ木を東四つ木に修正
東四つ木二丁目 〃
東四つ木三丁目 〃
東四つ木四丁目 〃
堀切一丁目 堀切町を堀切に修正
堀切二丁目 〃
堀切三丁目 〃
堀切四丁目 〃
堀切五丁目 〃
堀切六丁目 〃
堀切七丁目 〃
堀切八丁目 〃
東堀切一丁目 東堀切町を東堀切に修正
東堀切二丁目 〃
東堀切三丁目 〃
東堀切一丁目 小菅町を東堀切に修正
小菅二丁目 〃
小菅三丁目 〃
小菅四丁目 〃
お花茶屋一丁目 お花茶屋町をお花茶屋に修正
お花茶屋二丁目 〃
お花茶屋三丁目 〃
白鳥一丁目 白鳥町を白鳥に修正
白鳥二丁目 〃
白鳥三丁目 〃
白鳥四丁目 〃
亀有一丁目 亀有町を亀有に修正
亀有二丁目 〃
亀有三丁目 〃
亀有四丁目 〃
亀有五丁目 〃
新小岩一丁目 新小岩町を新小岩に修正
新小岩二丁目 〃
新小岩三丁目 〃
新小岩四丁目 〃
新小岩一丁目 東新小岩町を新小岩に修正
東新小岩二丁目 〃
東新小岩三丁目 〃
東新小岩四丁目 〃
東新小岩五丁目 〃
東新小岩六丁目 〃
東新小岩七丁目 〃
東新小岩八丁目 〃
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
奥戸一丁目 奥戸町を奥戸に修正
奥戸二丁目 〃
奥戸三丁目 〃
奥戸四丁目 〃
奥戸五丁目 〃
奥戸六丁目 〃
奥戸七丁目 〃
奥戸八丁目 〃
奥戸九丁目 〃
高砂一丁目 高砂町を高砂に修正
高砂二丁目 〃
高砂三丁目 〃
高砂四丁目 〃
高砂五丁目 〃
高砂六丁目 〃
高砂七丁目 〃
高砂八丁目 〃
鎌倉一丁目 鎌倉町を鎌倉に修正
鎌倉二丁目 〃
鎌倉三丁目 〃
鎌倉四丁目 〃
細田一丁目 細田町を細田に修正
細田二丁目 〃
細田三丁目 〃
細田四丁目 〃
細田五丁目 〃
柴又一丁目 柴又町を柴又に修正
柴又二丁目 〃
柴又三丁目 〃
柴又四丁目 〃
柴又五丁目 〃
柴又六丁目 〃
柴又七丁目 〃
東水元一丁目 東清水元町を東水元に修正
東水元二丁目 〃
東水元三丁目 〃
東水元四丁目 〃
東水元五丁目 〃
東水元六丁目 〃
小松川 小松川四丁目を小松川に修正
瑞江一丁目 西瑞江一丁目の不燃領域率を採用
瑞江二丁目 西瑞江二丁目の不燃領域率を採用
東瑞江 東瑞江二丁目を東瑞江に修正
西瑞江一丁目 西瑞恵を西瑞江に修正
西瑞江二丁目 〃
西瑞江三丁目 〃
西瑞江四丁目 〃
西瑞江五丁目 〃
鹿骨六丁目 鹿骨町の不燃領域率を採用
松本一丁目 松本町の不燃領域率を採用
松本二丁目 〃
上一色一丁目 上一色町の不燃領域率を採用
上一色二丁目 〃
上一色三丁目 〃
本一色一丁目 本一色町の不燃領域率を採用
本一色二丁目 〃
本一色三丁目 〃
篠崎町八丁目 谷河内一丁目と鹿骨町の平均不燃領域率を採用
東篠崎一丁目 東篠崎町の不燃領域率を採用
東篠崎二丁目 〃
北篠崎一丁目 北篠崎町を北篠崎に修正
北篠崎二丁目 〃
上篠崎一丁目 上篠崎町を上篠崎に修正
上篠崎二丁目 〃
上篠崎三丁目 〃
上篠崎四丁目 〃
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資料 2 不燃領域率算出用 市街地状況調査変更内容 
 
 
 
  
対応データなし町丁目名 市街地状況調査の変更内容
船堀一丁目 舟堀を船堀に修正
船堀二丁目 〃
船堀三丁目 〃
船堀四丁目 〃
船堀五丁目 〃
船堀六丁目 〃
船堀七丁目 〃
谷河内一丁目 谷河内町を谷河内に修正
谷河内二丁目 〃
東松本一丁目 松本町の不燃領域率を採用
東松本二丁目 〃
西篠崎一丁目 鹿骨町の不燃領域率を採用
西篠崎二丁目 〃
台東区入谷二丁目 二つ存在するので、小さい方を削除
南篠崎町五丁目 対応データなし⇒削除
堀江町 対応データなし⇒削除
羽田空港三丁目 対応データなし⇒削除
城南島二丁目 対応データなし⇒削除
城南島三丁目 対応データなし⇒削除
城南島四丁目 対応データなし⇒削除
城南島五丁目 対応データなし⇒削除
城南島六丁目 対応データなし⇒削除
城南島七丁目 対応データなし⇒削除
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